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   が多い。
・高齢群にとって、住宅地における医療施設は設置及び、
　利用が強く望まれている。
・医療施設は壮年群、高齢群ともに「街の利便性が上が

る」と考えられており、高齢群からは同時に「街が活
性化する」ことにも繋がると考えられている傾向がみ
られた。

・高齢群にとって、壮年群よりも、医療施設が近隣にあ
ることは安心感につながり、住宅地に増加することが
望まれている。

・高齢群にとって、住宅地における住宅が医療施設に改
修された場合は、安心感や親しみやすさを壮年群よ
りも感じる一方で、狭さへの懸念が持たれている。

・壮年群はコンビニ、高齢群はカフェが、医療施設に複
合されることが望まれている。

・医療施設が近隣にあることの課題として、壮年群、高
齢群共に、「騒音」や人や車による「混雑」が増える
こと等が挙げられた。
本研究の限界として、「住宅地に求められる住宅以外

の施設」に対する設問は、提示した施設のうち、空家か
らの改修事例がほとんど確認できなかったものも散見さ
れたため、回答者が想定しづらいことを考慮し、空家か
らの改修ではなく、住宅地における土地利用としての設
問としたことが挙げられる。このため結果を参照する際
はこの内容を考慮する必要がある。また現実的な制約
もあり高齢群の回答収集数の確保が困難であった。今
後は、特に高齢者のサンプル数を増強し、医療福祉施
設を中心とし、空家を改修する際に、望まれるデザイン
手法の詳細を明らかにする必要もあると考えられた。

[ 注釈 ]
注 1)  本研究は、今後の高齢化社会の特徴を把握するために、分析対

　象を、高齢群とその他の 2 つに区分した。世界保健機関 (WHO)
　では、65 歳以上の人のことを高齢者と定義していることから、
　年代別でみて 70 代以上ではなく、65 歳以上の人が含まれる
　60 代以上を高齢群と定義した。
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日本における地域の居場所とドイツの多世代の家の比較
多様な活動の全貌を整理する試み

COMPARING COMMUNITY PLACES IN JAPAN AND MULTIGENERATIONAL HOUSES IN GERMANY 
An attempt to organize and grasp the overall picture of diverse activities

Keywords :  Community Place, Multi-generational House (Merhgenerationenhaus), 
Privately Owned Community Place, Self-care, Self-governance

地域の居場所，多世代の家，住み開き、セルフケア、自治

The activities that can be collectively called “community places (CP)” are diverse and require a bird's-
eye view to understand the whole picture. This paper attempts to organize that by comparing the 
Japanese CPs and the German Merhgenerationenhaus (MGH). The Japanese CPs are classified according 
to the presence of parent organization and public support, as follows: ACSW: Added Common Space to 
Welfare-facilities, POCS: Privately Owned Common Space, CHPS: Community Hub with Public Support, 
PMSP: Privately Owned Common Space, and POCS: Community Hub with Public Support. POCS: 
Privately Owned Common Space, CHPS: Community Hub with Public Support, and PMSP: Privately 
Managed Social Place. This classification was used as a reference to organize MGHs in Germany.

　○山田あすか＊１，根元貴代＊２

YAMADA Asuka and NEMOTO Takayo

１．研究の背景と目的
１．１　研究の背景
　“ 小さな政府 ” 化の一側面である「新しい公共」の拡
大と共に，いわゆる地域の居場所づくりや地域団体の活
動拠点づくり，また民間の場所が地域に開かれる住み開
き等の事例が増加している 1。こうした動きは日本国内
だけでなく，イタリア 2，ドイツ 3，アメリカ 4 など欧米
諸国でも同様に見られる。このような場所は，厚生労働
省が推進する地域共生社会 5 の実現に寄与することも期
待され，時には人口縮退の時代の地域の持続性ないし
生活関連機能の集約に伴う人口移動の誘因要素となる
可能性もある 6。また，高齢者の社会参加や病・障害へ
の寄り添い，あるいは何らかの困難を抱えるケースを含
む児童・青少年の居場所づくりなど，主観的健康観を
重視したポジティヴ・ヘルス 7 や関係性のもとでの相互
ケアを期待する社会的処方 8 の観点から心身及び社会的
健康の維持向上をテーマにした場所もある。
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　これらの場所を［地域の居場所］と総称すると，その
拡がりは多様であり，数多くの事例の位置づけや特徴を
理解するためには全貌の俯瞰的整理とマッピングが必
要である。そこで本稿では，日本とドイツの「多世代の
家 Merhgenerationenhaus」の事例を比較しつつ，全体
像としてのこれら［地域の居場所］の整理を試みる。日
本国内では多様な制度・担い手がそれぞれの活動を展
開しており一つの傘の元にこれらを捉える軸は存在しな
いが，ドイツでは 2006 年から始まった連邦プログラム

「多世代の家」によってもともとあった地域の公共的活
動がその多様性を維持しながら多世代型へと誘導され
た経緯がある 3。この違いも比較することでそれぞれの
特徴を考察しつつ，全体像の整理に繋げる意図である。

２．調査概要
　ドイツ「多世代の家」の事例と制度他は，2023 年
10 月及び 2024 年 9 月に行った現地調査，並びにドイ
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居場所・交流事業としての
公的補助，事業委託

あり

あり

なし（独自事業）
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業
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る
事
業

福祉事業
その他事業

なし（単独の事業＊1）

＊1ただし、別事業で雇用されている人的資源が提供されている場合
や（雇用関係が別に発生している），場所が提供されている場合（家
賃が無償または周辺相場に比べて安価であるなど）がある

＊2児童館はそれ自体が児童福祉法に基
づく福祉施設。コミュニティセンター
等，自治体ごとに設置形態が異なる

①ACSW

②CHPS

④PMSP ⑤

③POCS

本業以外の社会貢献事業や
私的な活動によるコミュニ
ティのための滞在・交流ス
ペース設置の取組

①付加型ACSW：Added Common Space to Welfare-facilities，
福祉施設／福祉事業を実施する場所にコモンスペースを付加的に置
く，または事業所の一部をコモンスペースとして開かれた運用をす
る
②開供型POCS：Privately Owned Common Space，私企業など
がその事業場所の一部をコモンスペースとして供する。「住み開き」
はこれに類する
③委託型CHPS：Community Hub with Public Support，自治体
からの委託等を受けて，公的事業としてコモンスペースをNPO団
体や地域団体等の民間事業者が運営する
④社会型PMSP：Privately Managed Social Place，必ずしも営利
目的でなく，独自の社会的活動，生業として地域の居場所づくりを
行う。補助金によらないコミュニティ・ビジネスとしての居場所・
交流事業などはここに類する
⑤公共事業ではなくある住民集団のためのコモンズとしての居場所・
交流施設。例えば「町内会館」や「善隣館」、団地の集会室等

居場所・交流機能としての
役割を期待される公的施
設・地域公共施設

公民館（交流館，生
涯学習センター等），
コミュニティセン
ター，図書館，児童
館＊2，青少年会館等

福祉施設と併設

単独設置

その他施設と併設

図１　補助金・公的制度利用の有無と本業に着目した整理

ツ家族省担当者へのヒアリング，提供資料による。日本
国内の事例については，地域施設計画研究シンポジウ
ム 計画事例部門掲載の事例を中心に，内容整理と共に
該当する事例をピックアップして示す。
■ドイツ多世代の家調査（旧東ドイツ〜旧西ドイツまで
全土に渡り）

2023 年 10 月：ライプツィヒ，ニュルンベルク，フラ
ンクフルトを起点として計 9 事例

2024 年 9 月：ベルリン，ハンブルク，ブレーメン，デュッ
セルドルフを起点として計 14 事例

＊運営主体，プログラム内容（各団体のテーマ：移民
支援，こども支援，高齢者支援，女性支援，貧困支援，
地域の維持と活性化等）が多様であり，なるべく多
くのパターンを網羅するように事例を選定した

■日本の［地域の居場所］事例整理（図２）
　設定した軸によるカテゴライズに基づき，「地域施設
計画研究」において設計・計画事例部門が拡大された
2022-2024 年掲載事例を中心に，該当事例を収集して
例示した。

3．補助金・公的制度利用の有無と本業に着目した整理
　居場所・交流機能としての役割を期待される公的施
設（地域公共施設）には，公民館（交流館や生涯学習
センターなど，自治体ごとに呼称が異なるが，ここで
は社会教育法に基づいて設置されるもの注 1），コミュニ
ティ・センター，図書館，児童館，青少年会館などがある。
　これに対し，居場所・交流機能を有するが公的施設
ではない，民間団体が設置や運営をしている［地域の
居場所］も多数存在する。その多様性に鑑み，［地域の
居場所］としての事業（場所の提供・運営）を，補助
金や公的制度のもとに行っているか否かと，本業を別に
持っているかに着目して整理して図 1 に示した。地域
の居場所本業が福祉事業であるかどうかをさらに分け
ている理由は，社会福祉法人は義務として地域貢献を
行うこととされているため，居場所・交流事業が社会福

祉法人の本業の一環ないしそれに付随する責務とも位
置づけることができるためである注 2。
　この補助金・公的制度利用の有無と本業の組み合わ
せにより，以下のように分類し，名づけた。またここで
は，滞在・交流の機能に供される具体的な場所を［コ
モンスペース］と呼ぶこととする注３。また，民間団体
が運営する広義でのコミュニティスペース（何らかのコ
ミュニティ = 興味関心を一にする，互助関係にある人々
が利用する）には営利目的のものもあるため，コモンス
ペースやその一部を（条件つきであっても）無料で使
えることを［地域の居場所］と見なす条件とした。
①付加型（ACSW）：Added Common Space to Welfare-

facilities，福祉事業を本業とする。福祉施設／福祉事
業を実施する場所にコモンスペースを付加的に置く，
または事業所の一部をコモンスペースとして開かれ
た運用をする

②開供型（POCS）：Privately Owned Common Space，
本業をもつ私企業などがその事業場所の一部をコモ
ンスペースとして供する。自宅やオフィスを使いな
がらその一部を地域（などの特定コミュニティ）の
利用に供する「住み開き」はこれに類する

③ 委 託 型（CHPS）：Community Hub with Public 
Support，自治体からの委託等を受けて，公的事業と
してコモンスペースを NPO 団体や地域団体等の民間
事業者が運営する

④社会型（PMSP）：Privately Managed Social Place，必
ずしも営利目的でなく，独自の社会的活動，生業と
して地域の居場所づくりを行う。補助金によらない
コミュニティ・ビジネスとしての居場所・交流事業
などはここに類する

　ただし，運営事業費の一部に対して財団法人等の民
間団体から補助金や協賛・寄付を得るなどで，この線
引きの間にグラデーション状態が存在しうることには留
意が必要である。これは，公的（フォーマル）事業とし
て各事業ごとの採算・決算を明確に行う必要のないイ
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ンフォーマル事業ならではの特性であり，柔軟な運営や
実験的取組の土壌ともなる重要な一側面である。

４．日本の［地域の居場所］の具体的事例
　前章の整理をもとに，さらにドイツ「多世代の家」と
の比較を想定して事業の対象が多世代（例えばこども・
子育て世代・高齢者，など少なくとも３世代）であるか
にも注目し，収集された事例を整理して図２に例示する。
４．１ 具体的事例に見る［地域の居場所］成立の多様性
　それぞれの事業を成立させている方法が異なる事例
を独自の基準で横断的に捉えるアプローチであるため，
ピックアップ対象に明確な枠組みを設定することができ
ない（例えば何かの公的リストの全数調査などではな
い）。このためピックアップされた数字に何かの統計的
傾向を見いだすものではないが，結果的に，福祉事業
以外の本業とする事業をもち，居場所・交流事業として
の公的補助や事業委託によらない②開供型（POCS）の
事例が比較的多く抽出された。民間事業を基盤にした
地域貢献や公共の福祉に供する活動の拡がりを確認で
きる。なお，①付加型（ACSW）は福祉事業において地
域公益事業注２が実施される際には主にこの類型に該当
するためむしろ一般的であり，実際には非常に多くの該
当例がある注４。
　①付加型（ACSW），②開供型（POCS）では，「主た
る事業」がありそちらで生計が立つことで，必ずしも収
益が上がったり独立で採算が取れることがなくとも，開
かれた場所を付加的に持つこと，あるいは自らが有する
場所を無償で開く注５ことができる。また，③委託型では，
他の事業の有無によらず，委託により居場所・交流事
業が成立している様態で，本業がない場合は運営が不
安定な状況または参加者・運営者らの持ち出しによる
小規模な運営様態となることが想定される。④社会型
（PMSP）では，居場所・交流事業が生業となるようビ
ジネスモデルが開発されている点に特徴がある。ただし，
（法人や運営者が同じである等で関連のある）別の事業
で雇用されている人的資源が提供されている場合や（雇
用関係が当該事業とは別に発生し賃金が支払われてい
るため，当該事業では人件費が無償か非常に安価とな
る），場所が提供されている場合（家賃が無償または周
辺相場に比べて安価であるなど）がある。
４．２　今後の展望
　今後の展望として，福祉法人の地域公益事業として
の居場所・交流事業の実施は，法人の安定的利用者確

保につながる地域内知名度向上や地域との人脈・関係
づくり，ボランティアの確保などにおいて有効であるこ
とが期待されることもあり，定着・拡大していくと想定
される。また，私企業などによる「住み開き」の一形態
でもる②開供型（POPS）も，人口減少やオンライン就
労等の拡大により床余り現象 =余裕面積の拡大が予期
されることから，その余裕面積を使った企業 CSR や社
会活動によるブランディング・知名度の向上に結びつけ
る動きは一定の定着・拡大が見込まれる。
　さらに，③委託型（CHPS）については小さな政府・
民間活力推進の流れとともに住民自治の推進による生
きがい創出・健康寿命の促進・社会的処方の一端など
の観点からの有効性の確認により，各地に広がっていく
ことが期待される。これは，藤沢市「地域の縁側」事
業 13）や，稲城市，よこはまシニアボランティアポイン
ト事業 14）（2009年開始）での取組やその検証等による
ポジティヴ・ヘルスやプロダクティブ・エイジングへの
効果確認 15-17）を踏まえ，導入が推奨されているもので
もある。また，ボランティアによる介護や社会活動への
参画は，介護に関わる人材には必ずしも高度な専門性
は必要なく，裾野を広げて参画を呼び込まなければな
らないとする介護人材の富士山型確保 19）の観点からも
期待されている。③委託型（CHPS）は，地域密着・分
散・ニーズと担い手に追随して実施場所を随時整備（ま
たは既存の場所の利用）・住民主体の自主的グループに
対する事業補助という観点から相性が良く，受け皿にな
りやすい。また，重層的支援体制整備事業 20）での拠点
整備を①付加型（ACSW）だけでなく③委託型（CHPS）
により進めている自治体もあり（図２中の松戸市など），
こうした拡大も想定される。
　④社会型（PMSP）については，例えばオールド・ニュー
タウンにおける住民自らの居場所づくりにおいて注目さ
れた住民主体のコミュニティカフェやランドリーカフェ
など，居場所づくりそれ自体をコミュニティビジネスと
して実施し，まちづくりやテーマ型コミュニティづくり
などに発展させていく事例は今後とも注目される。

５．ドイツ「多世代の家」のしくみと具体的事例
５．１　ドイツ「多世代の家」の概要
　ドイツ「多世代の家 Merhgenerationenhaus」は，
2006 年から始まった連邦プログラム注６）で，2024 年
度時点では538の事例がある。主に新築・団体新設で
はなく既存建物・施設や既存の組織のネットワークを生
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居場所・交流事業としての
公的補助，事業委託

あり

あり

なし（独自事業）

本
業
と
す

る
事
業

福祉事業
その他事業

なし（単独の事業＊1）

＊1ただし、別事業で雇用されている人的資源が提供されている場合
や（雇用関係が別に発生している），場所が提供されている場合（家
賃が無償または周辺相場に比べて安価であるなど）がある

＊2児童館はそれ自体が児童福祉法に基
づく福祉施設。コミュニティセンター
等，自治体ごとに設置形態が異なる

①ACSW

②CHPS

④PMSP ⑤

③POCS

本業以外の社会貢献事業や
私的な活動によるコミュニ
ティのための滞在・交流ス
ペース設置の取組

①付加型ACSW：Added Common Space to Welfare-facilities，
福祉施設／福祉事業を実施する場所にコモンスペースを付加的に置
く，または事業所の一部をコモンスペースとして開かれた運用をす
る
②開供型POCS：Privately Owned Common Space，私企業など
がその事業場所の一部をコモンスペースとして供する。「住み開き」
はこれに類する
③委託型CHPS：Community Hub with Public Support，自治体
からの委託等を受けて，公的事業としてコモンスペースをNPO団
体や地域団体等の民間事業者が運営する
④社会型PMSP：Privately Managed Social Place，必ずしも営利
目的でなく，独自の社会的活動，生業として地域の居場所づくりを
行う。補助金によらないコミュニティ・ビジネスとしての居場所・
交流事業などはここに類する
⑤公共事業ではなくある住民集団のためのコモンズとしての居場所・
交流施設。例えば「町内会館」や「善隣館」、団地の集会室等

居場所・交流機能としての
役割を期待される公的施
設・地域公共施設

公民館（交流館，生
涯学習センター等），
コミュニティセン
ター，図書館，児童
館＊2，青少年会館等

福祉施設と併設

単独設置

その他施設と併設

図１　補助金・公的制度利用の有無と本業に着目した整理

ツ家族省担当者へのヒアリング，提供資料による。日本
国内の事例については，地域施設計画研究シンポジウ
ム 計画事例部門掲載の事例を中心に，内容整理と共に
該当する事例をピックアップして示す。
■ドイツ多世代の家調査（旧東ドイツ〜旧西ドイツまで
全土に渡り）

2023 年 10 月：ライプツィヒ，ニュルンベルク，フラ
ンクフルトを起点として計 9 事例

2024 年 9 月：ベルリン，ハンブルク，ブレーメン，デュッ
セルドルフを起点として計 14 事例

＊運営主体，プログラム内容（各団体のテーマ：移民
支援，こども支援，高齢者支援，女性支援，貧困支援，
地域の維持と活性化等）が多様であり，なるべく多
くのパターンを網羅するように事例を選定した

■日本の［地域の居場所］事例整理（図２）
　設定した軸によるカテゴライズに基づき，「地域施設
計画研究」において設計・計画事例部門が拡大された
2022-2024 年掲載事例を中心に，該当事例を収集して
例示した。

3．補助金・公的制度利用の有無と本業に着目した整理
　居場所・交流機能としての役割を期待される公的施
設（地域公共施設）には，公民館（交流館や生涯学習
センターなど，自治体ごとに呼称が異なるが，ここで
は社会教育法に基づいて設置されるもの注 1），コミュニ
ティ・センター，図書館，児童館，青少年会館などがある。
　これに対し，居場所・交流機能を有するが公的施設
ではない，民間団体が設置や運営をしている［地域の
居場所］も多数存在する。その多様性に鑑み，［地域の
居場所］としての事業（場所の提供・運営）を，補助
金や公的制度のもとに行っているか否かと，本業を別に
持っているかに着目して整理して図 1 に示した。地域
の居場所本業が福祉事業であるかどうかをさらに分け
ている理由は，社会福祉法人は義務として地域貢献を
行うこととされているため，居場所・交流事業が社会福

祉法人の本業の一環ないしそれに付随する責務とも位
置づけることができるためである注 2。
　この補助金・公的制度利用の有無と本業の組み合わ
せにより，以下のように分類し，名づけた。またここで
は，滞在・交流の機能に供される具体的な場所を［コ
モンスペース］と呼ぶこととする注３。また，民間団体
が運営する広義でのコミュニティスペース（何らかのコ
ミュニティ = 興味関心を一にする，互助関係にある人々
が利用する）には営利目的のものもあるため，コモンス
ペースやその一部を（条件つきであっても）無料で使
えることを［地域の居場所］と見なす条件とした。
①付加型（ACSW）：Added Common Space to Welfare-

facilities，福祉事業を本業とする。福祉施設／福祉事
業を実施する場所にコモンスペースを付加的に置く，
または事業所の一部をコモンスペースとして開かれ
た運用をする

②開供型（POCS）：Privately Owned Common Space，
本業をもつ私企業などがその事業場所の一部をコモ
ンスペースとして供する。自宅やオフィスを使いな
がらその一部を地域（などの特定コミュニティ）の
利用に供する「住み開き」はこれに類する

③ 委 託 型（CHPS）：Community Hub with Public 
Support，自治体からの委託等を受けて，公的事業と
してコモンスペースを NPO 団体や地域団体等の民間
事業者が運営する

④社会型（PMSP）：Privately Managed Social Place，必
ずしも営利目的でなく，独自の社会的活動，生業と
して地域の居場所づくりを行う。補助金によらない
コミュニティ・ビジネスとしての居場所・交流事業
などはここに類する

　ただし，運営事業費の一部に対して財団法人等の民
間団体から補助金や協賛・寄付を得るなどで，この線
引きの間にグラデーション状態が存在しうることには留
意が必要である。これは，公的（フォーマル）事業とし
て各事業ごとの採算・決算を明確に行う必要のないイ
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ンフォーマル事業ならではの特性であり，柔軟な運営や
実験的取組の土壌ともなる重要な一側面である。

４．日本の［地域の居場所］の具体的事例
　前章の整理をもとに，さらにドイツ「多世代の家」と
の比較を想定して事業の対象が多世代（例えばこども・
子育て世代・高齢者，など少なくとも３世代）であるか
にも注目し，収集された事例を整理して図２に例示する。
４．１ 具体的事例に見る［地域の居場所］成立の多様性
　それぞれの事業を成立させている方法が異なる事例
を独自の基準で横断的に捉えるアプローチであるため，
ピックアップ対象に明確な枠組みを設定することができ
ない（例えば何かの公的リストの全数調査などではな
い）。このためピックアップされた数字に何かの統計的
傾向を見いだすものではないが，結果的に，福祉事業
以外の本業とする事業をもち，居場所・交流事業として
の公的補助や事業委託によらない②開供型（POCS）の
事例が比較的多く抽出された。民間事業を基盤にした
地域貢献や公共の福祉に供する活動の拡がりを確認で
きる。なお，①付加型（ACSW）は福祉事業において地
域公益事業注２が実施される際には主にこの類型に該当
するためむしろ一般的であり，実際には非常に多くの該
当例がある注４。
　①付加型（ACSW），②開供型（POCS）では，「主た
る事業」がありそちらで生計が立つことで，必ずしも収
益が上がったり独立で採算が取れることがなくとも，開
かれた場所を付加的に持つこと，あるいは自らが有する
場所を無償で開く注５ことができる。また，③委託型では，
他の事業の有無によらず，委託により居場所・交流事
業が成立している様態で，本業がない場合は運営が不
安定な状況または参加者・運営者らの持ち出しによる
小規模な運営様態となることが想定される。④社会型
（PMSP）では，居場所・交流事業が生業となるようビ
ジネスモデルが開発されている点に特徴がある。ただし，
（法人や運営者が同じである等で関連のある）別の事業
で雇用されている人的資源が提供されている場合や（雇
用関係が当該事業とは別に発生し賃金が支払われてい
るため，当該事業では人件費が無償か非常に安価とな
る），場所が提供されている場合（家賃が無償または周
辺相場に比べて安価であるなど）がある。
４．２　今後の展望
　今後の展望として，福祉法人の地域公益事業として
の居場所・交流事業の実施は，法人の安定的利用者確

保につながる地域内知名度向上や地域との人脈・関係
づくり，ボランティアの確保などにおいて有効であるこ
とが期待されることもあり，定着・拡大していくと想定
される。また，私企業などによる「住み開き」の一形態
でもる②開供型（POPS）も，人口減少やオンライン就
労等の拡大により床余り現象 =余裕面積の拡大が予期
されることから，その余裕面積を使った企業 CSR や社
会活動によるブランディング・知名度の向上に結びつけ
る動きは一定の定着・拡大が見込まれる。
　さらに，③委託型（CHPS）については小さな政府・
民間活力推進の流れとともに住民自治の推進による生
きがい創出・健康寿命の促進・社会的処方の一端など
の観点からの有効性の確認により，各地に広がっていく
ことが期待される。これは，藤沢市「地域の縁側」事
業 13）や，稲城市，よこはまシニアボランティアポイン
ト事業 14）（2009年開始）での取組やその検証等による
ポジティヴ・ヘルスやプロダクティブ・エイジングへの
効果確認 15-17）を踏まえ，導入が推奨されているもので
もある。また，ボランティアによる介護や社会活動への
参画は，介護に関わる人材には必ずしも高度な専門性
は必要なく，裾野を広げて参画を呼び込まなければな
らないとする介護人材の富士山型確保 19）の観点からも
期待されている。③委託型（CHPS）は，地域密着・分
散・ニーズと担い手に追随して実施場所を随時整備（ま
たは既存の場所の利用）・住民主体の自主的グループに
対する事業補助という観点から相性が良く，受け皿にな
りやすい。また，重層的支援体制整備事業 20）での拠点
整備を①付加型（ACSW）だけでなく③委託型（CHPS）
により進めている自治体もあり（図２中の松戸市など），
こうした拡大も想定される。
　④社会型（PMSP）については，例えばオールド・ニュー
タウンにおける住民自らの居場所づくりにおいて注目さ
れた住民主体のコミュニティカフェやランドリーカフェ
など，居場所づくりそれ自体をコミュニティビジネスと
して実施し，まちづくりやテーマ型コミュニティづくり
などに発展させていく事例は今後とも注目される。

５．ドイツ「多世代の家」のしくみと具体的事例
５．１　ドイツ「多世代の家」の概要
　ドイツ「多世代の家 Merhgenerationenhaus」は，
2006 年から始まった連邦プログラム注６）で，2024 年
度時点では538の事例がある。主に新築・団体新設で
はなく既存建物・施設や既存の組織のネットワークを生
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図２　日本の［地域の居場所］の事例

③POCS_2：サンノハチ（民家
を改修した小規模商店に貸しス
ペース・宿泊スペース・サウナ・
キッチンを併設。有志の看護師ら
が保健室事業，健康相談事業を実
施。発達に不安のあるこどもや親
子を対象とした遊び支援も実施）

③POCS_3：まんまとちぎ（開
発後 30年が経った新興住宅地に
開設されたオーガニックの八百屋
が地域の居場所やボランティア拠
点，遊び場所を併設したもの）

③POCS_4：暮らしの保健室あ
つぎ（年齢や身体の状態にかかわ
らず誰でも食べられるジェラート
を提供するジェラテリアに併設さ
せた貸しスペースで暮らしの保健
室事業を行う）

③POCS_5：β本町橋（都市の水
辺活用に取り組む社団法人のオ
フィス＋ラボに地域の居場所や交
流の機能を併設した活動拠点）
③POCS_6：風のえんがわ（古
民家のリノベーションによるカ
フェだが，レンタルキッチン，こ
ども食堂，食育教室，子育てイベ
ントなど地域活動の場として利用
することができる）

＊テーマがはっきりした住み開き
などはこのカテゴリに属する（対
象を地縁やテーマ縁などによって
絞ることを前提に，私的スペース
を開くことができる）
③POCS_7：ヨリドコ大正メイ
キン＆るつぼん（メイキンは古い
長屋の改修による，「ものづくり」
をテーマにシェアアトリエと住
宅，コミュニティスペース。るつ
ぼんは福祉事業テナント，就労支
援事業所，訪問介護事業所，小商
いテナント，交流スペースを入れ
たテナント型福祉複合施設。母体

事業が福祉事業でないため③の要
素が強いが，①福祉機能をもつこ
とでの人の寄り付きがあり共通の
関心事を元にコミュニティがつく
られやすいという特徴もある

①付加型ACSW：Added 
Common Space to 
Welfare-facilities

③開供型POCS：Privately Owned Common Space②委託型CHPS：
Community Hub with 
Public Support

④社会型PMSP：
Privately Managed 
Social Place

［地域の居場所］

本
業
＋﹇
地
域
の
居
場
所
﹈
事
業
の
対
象
が
多
世
代
で
あ
る
＊
３

②CHPS_1：まつどDEつ
ながるステーション（市民
参加型で人や地域とのつな
がりを誘発し孤立予防を目
指す取組で，創設のための
準備活動を行っている。現
在はまだ固定の場所をもた
ない機会型）
②CHPS_2：ふらっとな
んぶ（多世代・多機能型交
流拠点事業）（マルシェ等
での世代間交流，こども・
高齢者・子育て世代向け支
援・住民参加促進による地
域組織力育成）
（＊４）
②CHPS_3：まちライブ
ラリー@南町田グランベ
リーパーク（大規模ショッ
ピングセンターに併設され
たまちライブラリーで，市
の図書館機能の一部を担う
事業として委託を受けて運
営。また，子育ち支援施設
が同じ建物内に併設）
②CHPS_4：ゆりラボ（町
の健康増進事業の一貫とし
て委託により活動するコ
ミュニティナース保健室や
子育てイベントを行うコ
ミュニティスペースで，法
人事務所でもある）

②CHPS_5：暮らしの保
健室新宿（超高齢化した団
地の高齢者の支援拠点とし
て特徴のある暮らしの保健
室で，区等の健康増進や高
齢者支援事業の委託を受け
て運営。夏休みには小学生
のラジオ体操なども行って
おり，結果的に多世代型と
も見なせる）

④PMPS_4：マギーズ東
京（がんに影響を受けた人
を対象とした，相談事業や
ピアサポート活動の場所）

③POCS_1：JOCA大阪（地域
住民が自由に利用できる「セルフ
カフェ」機能をもつ場所。開設後，
２階でこども第三の居場所事業を
行っており一部②CHPSに該当）

①ACSW_1：ソナタリュー（障
害者GH，放課後等デイサー
ビス，就労支援事業所として
のレストラン・フィットネス
ジム・入浴施設，カフェ，遊
び広場の複合施設）

①ACSW_2：えんがお（地域
住民が自由に利用できるコ
ミュニティスペース，高齢者
デイ，中高生・学生の学習ス
ペース（不登校支援，高校生
の地域活動），障害者GHと就
労支援の分散型複合施設群）
①ACSW_3：春日台センター
センター（認知症高齢者GH，
小規模多機能，放課後等デイ，
就労支援事業所としてのレン
タルオフィス・洗濯代行・コ
インランドリー・軽食製造販
売の複合施設）
①ACSW_4：ヨリドコ小野路
宿（訪問看護事業所にカフェ
とコミュニティスペース，畑
や竹林など地域活動拠点，ま
ちの本棚を併設。地域の児童
らの活動場所や作品ギャラ
リーにも）

⑤藤沢市「地域の縁側」（市の事業として，運営補助費を得て市民自らがつくる居場所事業。特定の場所を持たず公民館利用等によ
るイベント（機会）型，住み開きなどにより独自の固定的な拠点をもつものなど多様。事業の目的として多世代型であることが認
定の条件となっていないが，活動テーマがそれぞれの団体により多様であるため全体としては多世代をサービス対象としている）

④PMSP_1：ココノバ（閉
鎖した診療所の改修による
地域住民が自由に利用でき
るコミュニティスペース，
ボックスショップ，コワー
キングスペース，テイクア
ウト型飲食店の複合施設）

③PMPS_2：だいかい文
庫（総合診療医らのグルー
プが営む私設図書館・書店）

③PMPS_3：福祉亭
（ニュータウンの下駄履き
商店街空き店舗活用のコ
ミュニティレストラン）
＊文献２で紹介されたイタ
リアの「地区の家」は母体
となる福祉事業をもたず（≠
①），地域にコミュニティ
スペースをつくること自体
を目的に各種事業を興した
ことから PMSPに相当

詳細参照先一覧
①ACSW_1：ソナタリュー　　山腰真也，米ケ田里奈，橘亮輔，山田あすか：年齢も障
がいも病気も関係なく，ごちゃまぜに交流できる地域の居場所SONATARUE（ソナ
タリュー），日本建築学会 建築計画委員会 施設計画運営委員会 地域施設計画小委員会，
地域施設計画研究 41（以下略して示す），pp.265-272，2023.07
①ACSW_2：えんがお，POCS_2：サンノハチ，POCS3_4：まんまとちぎ　　佐藤栄治，
竹澤くるみ：人口減少地域における地域福祉事業の活性化　- 地域共生社会の実現に向
けた地域福祉事業の展開手法，日本建築学会 地域施設計画研究 40，pp.163-168，
2022.07
①ACSW_3：春日台センターセンター　　山腰真也，米ケ田里奈，山田あすか：土間通
りでまちの軸を引き込み，軒下に滞留を呼び込む地域共生文化拠点　春日台センター
センター，日本建築学会 地域施設計画研究 41，pp.249-254，2023.07
①ACSW_4：ヨリドコ小野路宿メディカルヴィレッジ，②CHPS_4：ゆりラボ　　永原
大聖，正能健太，村川真紀，山田あすか：ウェルネス・コミュニティ拠点の類型化と
2 事例を通してみる地域単位でのウェルネス・コミュニティ活動展開の実態　－地域
密着型ウェルネス・コミュニティ拠点についての研究 (2)，日本建築学会 地域施設計
画研究 41，pp.165-174，2023.07
②CHPS_1：まつどDEつながるステーション　松戸市，多世代まるごと居場所づくり，
<https://www.city.matsudo.chiba.jp/kurashi/shiminkatsudou/tasedaimarugoto
/index.html>，参照 2024.1214
②CHPS_2：ふらっとなんぶ　　社会福祉法人狛江市社会福祉協議会，ふらっとなんぶ（多
世代・多機能型交流拠点事業），<https://welfare.komae.org/s_list/reg_volunteer/
　flat_nanbu/>，参照 2024.1214
②CHPS_3：まちライブラリー＠南町田グランベリーパーク　　横山拓海，山田あすか：
本を媒介とした滞在と交流の場の利用実態，日本建築学会技術報告集，第 30巻第 76
号，pp.1482-1487，2024.10
③POCS_1：JOCA大阪　　加藤瑞基，山田あすか，河合憲太：文化住宅を改修したオー
プンオフィスが地域の居場所と地域再生の拠点に　公益社団法人 青年海外協力協会 
JOCA大阪，Projects’ CATA-Log，<https://pjcatalog.jp/archives/688>
③POCS_4：暮らしの保健室あつぎ　　山口裕樹，村川真紀，山田あすか：多世代が親
しめる「ジェラテリア」としての暮らしの保健室　－地域密着型ウェルネス・コミュ
ニティ拠点についての研究（3），日本建築学会 地域施設計画研究 42，pp.100-106，

2024.07
③POCS_5：β本町橋　　岩瀬巧，松原茂樹，山田あすか：β本町橋　東横堀川とまち
のつながりを探求する水辺の実験基地，日本建築学会 地域施設計画研究 42，
pp.159-166，2024.07
②POCS_6：池上柚月，村川真紀，山田あすか：農と食と場で人をつなぐ。内でも外で
もない地域のコミュニケーション空間　「風のえんがわ」の取り組みについて，日本建
築学会 地域施設計画研究 41，pp.239-248，2023.07
④PMSP_1：ココノバ　　米ケ田里奈，林萌絵，山田あすか：Community Park 
coconova（ココノバ）　地域住民の自由なチャレンジを受け入れる，共創型の「コミュ
ニティパーク」，日本建築学会 地域施設計画研究 42，pp.141-150，2024.07
④PMPS_2：だいかい文庫　　村川真紀：本と暮らしのあるところ　だいかい文庫　ま
ちの人が一箱本棚オーナーとなる小さな図書館と居場所，そして健康相談の融合，地
域施設計画研究 41，pp.255-264，2033.07。山口裕樹，村川真紀，山田あすか，守
本陽一：社会的処方の場としての私的コミュニティ・ライブラリ（POCL）の実践　
－ POCL を起点とした地域住民及び地域コミュニティへの効果，日本建築学会 地域
施設計画研究 42，pp.305-314，2024.07
④PMPS_3：福祉亭　下平真由，山腰真也，村川真紀：『福祉亭』の取り組みについて，
日本建築学会 地域施設計画研究 40，pp.559-564，2022.07

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
⑤藤沢市地域の縁側　　下平真由，米ケ田里奈，山田あすか：行政が主体となる「地域
の居場所」に関する研究　ー藤沢市「地域の縁側」に着目して，日本建築学会 地域施
設計画研究 41，pp.205-214，2023.07

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
②CHPS_5：暮らしの保健室新宿　　原田豪，米ケ田里奈，村川真紀，山田あすか：局
地的高齢化を見せる戸山ハイツの中にある，医療，介護，生活の相談室　暮らしの保
健室　戸山，日本建築学会 地域施設計画研究 40，pp.513-521，2022.07
③POCS_7：ヨリドコ大正メイキン＆るつぼん　　岩瀬巧，山田あすか：ヨリドコ大正
メイキン＆るつぼん　築 70 年の双子長屋を改修して誕生した，福祉とモノづくりの
拠点，日本建築学会 地域施設計画研究 42，pp.151-158，2024.07
④PMPS_4：マギーズ東京　　「第二の我が家」として気軽に立ち寄れる日本版マギー
ズセンター　認定NPO法人マギーズ東京 マギーズ東京，<https://pjcatalog.jp/
　archives/1445>，参照 2024.1214

目
的
的
に
多
世
代
（
設
置
・
運
営
の
理
念
や
意
図
に
多
世
代
で
あ
る
こ
と
が
含
ま
れ
る
）

＊
３ 

例
え
ば
，
本
業
が
デ
イ

サ
ー
ビ
ス
等
の
高
齢
者
福

祉
事
業
で
あ
り
，
付
加
さ
れ
た
﹇
地
域
の
居
場
所
﹈
事
業
が
こ
ど
も
を
対
象
と
し
て
い
る
場
合
。
あ
る
い
は
，
本
業

を
も
た
な
い
が
想
定
利
用
者
を
高
齢
者-

子
育
て
世
代-

こ
ど
も
と
多
世
代
に
設
定
し
て
い
る
等

結
果
的
に

多
世
代
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供する認知症カフェ（機会型）
など，母体事業ならではの得
意や機会を生かした地域公益
事業の多くがこのカテゴリに
属する

＊４「居場所事業」は自治体からの委託があるが，そこが「多世代型」であることが指定されているケースはまだ多くない。令
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かしそれらに付加的な機能を付与することで，従前のよ
うな対象者を（例えば高齢者，こども，移民のように）
限定する施設形態ではなく，全ての世代が交流できる
サービスを組み立てること，自治体と協働した地域づく
りの一環として行うことを条件に開始された。端的には，
既存の社会的活動・公共の福祉に資する事業の多機能
化による，世代間の交流や市民の社会参画の促進を目
的としたコミュニティ・ハウスである。設置状況の概
要についてのドイツ BMFSFJ（des Bundesministeriums 
für Familie, Senioren, Frauen und Jugend：連邦家族・
高齢者・女性・青少年省，以下「家族省」）提供資料の
うち，分布と担い手，立地地域の状況等を図３に示す。
１）設置概況　
　同一制度の元であるが担い手（運営者，運営組織）
は多様であり，基礎自治体，有限会社，宗教法人，
e.V.（イーファウ，登録された社団法人），NGO と多岐
にわたる。市（基礎自治体）が運営する事例は 19.1％で，
民営の方が多い。また，人口集積地から過疎地域まで
分布している。カバー率（多世代の家がある自治体の
割合）は 89％（355 自治体）で，残る 11％（45 自治体）
には設置されていない。今後設置されていない自治体
にまんべんなく設置を促すといった方針は担当者レベ
ルでは共有していないが，国会では各自治体に１以上の
多世代の家があった方がよい，との議題は示されている。
２）設置基準と評価基準
　連邦政府の当該事業担当者（家族および市民社会事
務局（BAFzA））らへのインタビュー調査及び多世代の
家事業報告・説明書注７）設置基準等を整理し，表１に示

す。多世代の家（MGH）の認可の基準は空間的には小
規模で，多くの規定があるわけではなく，最低２室と合
計で 60㎡以上の面積，最低１室のオープン・トレフ（開
放的な集いの場）があり週 20 時間以上開かれているこ
と，等が定められている。
５．２　「多世代の家」の運営 -事業の位置づけの多様性
　家族省提供資料及び現地調査による多世代の家の運

図３　ドイツ「多世代の家」の概要（翻訳責：山田）

人口タイプ（グループ化）
30.8% 縮小・高齢化自治体（Group1）

16.1％：社会経済的課題を抱える都市・事
業拠点（Group2）

18.2％：地方や活力ある地域の安定した、
あるいは成長中のコミュニティ（Group3）
34.8％：繁栄し、適度に成長している都市

やコミュニティ (Group4)

担い手団体
19.1% が市（基礎自治体）が担い手

80.9%が独立的な担い手

構造的に強い／弱いへの分類
66.9％が構造的に弱い地域
33.1% 構造的に強い地域

 都市化の度合い
23.1％が人口密集地

46.0% 中程度の人口密度
11.9% 人口希薄

MGHの財務のしくみは？

施設の一部とし
ての多世代の家
（教育・レジャー
センターの一部
など）

施設の（支柱と
しての）多世代
の家
（デイケアセン
ターやユースク
ラブ隣接など）

多世代の家を、
異なるエリアを
つなぐ屋根とし
て利用する
（相談センター、
保育所、集会セ
ンターなど）

「コア」多世代の
家
（様々なサブエリ
アの区別なし）

独立型：施設
が全体で多世
代の家である

一部型：施設
がもつ諸機能
の一つが多世
代の家である

柱型：施設
がもつ諸機
能の主要な
部分が多世
代の家であ
る

枠組み型：諸
機能をもつ施
設全体をまと
める枠組みが
多世代の家
である

枠組み-連携
型：枠組み型
のうち，諸機
能の相互連携
を多世代の家
事業として強
く実施

＊上部が家族省提供資料での説明の直訳。下部は各事例への訪問を経て
　実態に即して整理したもの

図４　「多世代の家」の運営タイプ（翻訳責：山田）

表１　「多世代の家」の設置基準と評価基準（翻訳責：根元
をもとに山田編集）

形式的基準（不合格の場合、関心表明手続き（IBV） での失格）
• 物理的要件：提供するサービスとオープンな交流のために最低でも 2 部屋（相談室
やオフィスを含む）、合計で 60 ㎡以上のスペース。 
　- 屋外エリアがあることやバリアフリーも望ましいが，必須ではない。 
　- 多くの人々にとって徒歩または公共交通機関で容易にアクセスできることが望ま
しい。場所や建物についての具体的な要件はない
　-開所時間：’’Der Offene Treff‘‘= オープントレフ（開放的な集いの場）が週に少
なくとも 20 時間開かれており，常勤またはボランティアで少なくとも１人のス
タッフが常駐していること。
　＊この「オープントレフ」は室（空間）であり，場（活動の内容そのもの）でも
ある。ドイツ語の Treff は名詞（集会の空間，集まり）と動詞（集まる）のいずれ
としても扱われ，オープントレフ（部屋）をもつこと（=名詞），という記述や，オー
プントレフ（場，活動）を開催すること（=動詞）という記述がある
• インフラ要件：自由にアクセス可能で無料のインターネット接続と少なくとも１台
の端末（ラップトップ、PC、タブレット、スマートフォンなど），トイレ。 
• 人材要件：適任な専門性のあるコーディネーター 
　- MGH （の事業の担当として）少なくとも 1 人の常勤職員が働いていること
　- MGH の運営を長期間ボランティアのみで行うことは認められていない
　-スタッフの資格に関しては特に規定はない。多くのMGH は既存の施設（事業体）
からの発展により，各母体事業のテーマや専門性に基づく既存のスタッフがMGH
事業を牽引することが多い 
• 自治体の確認書： 
　- MGHが属する（連携する）自治体が毎年 1 万ユーロの追加資金を提供すること。
　- 共同資金は（部分的に）物的支援として提供することも可能
 ＊連邦政府からの資金は毎年４万ユーロ（規模によらず一律）で，マッチングファ
ンド方式により合計５万ユーロが基本の資金となる。自治体や EU，関連団体等か
ら他に事業を受けて複合的な資金により運営されるMGHもある（複合的に資金を
受けることや事業を実施することを禁じていない）。
　- MGH を高齢化社会や地域社会の計画に組み込むことを市町村の決議として決定
すること。MGH が人口変動の管理や地域社会計画に含まれること、および市民の
参加と発展機会の問題に関わることを確認する。 
内容に関する評価（以下の質問を含む要素の確認によって実施）
1. 活動地域のニーズや既存のサービス、運営者が説得力を持って示されているか？ 
2. コンセプトは説得力があるか（特に自治体との協力に関して）？ 
3. 提案されたサービスはニーズやターゲットグループに適しているか？ 
4. 連邦プログラムの横断的目標を理解し、適切な対策で実施しているか？
応募資格（運営団体としての資格）
ドイツ国内の基礎自治体および非営利の民間法人（例：e.V.）に限る

家族省提供資料（設置・運営ガイドライン）より抜粋して編集。＊部分は追記した注釈

− 144 −
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図２　日本の［地域の居場所］の事例

③POCS_2：サンノハチ（民家
を改修した小規模商店に貸しス
ペース・宿泊スペース・サウナ・
キッチンを併設。有志の看護師ら
が保健室事業，健康相談事業を実
施。発達に不安のあるこどもや親
子を対象とした遊び支援も実施）

③POCS_3：まんまとちぎ（開
発後 30年が経った新興住宅地に
開設されたオーガニックの八百屋
が地域の居場所やボランティア拠
点，遊び場所を併設したもの）

③POCS_4：暮らしの保健室あ
つぎ（年齢や身体の状態にかかわ
らず誰でも食べられるジェラート
を提供するジェラテリアに併設さ
せた貸しスペースで暮らしの保健
室事業を行う）

③POCS_5：β本町橋（都市の水
辺活用に取り組む社団法人のオ
フィス＋ラボに地域の居場所や交
流の機能を併設した活動拠点）
③POCS_6：風のえんがわ（古
民家のリノベーションによるカ
フェだが，レンタルキッチン，こ
ども食堂，食育教室，子育てイベ
ントなど地域活動の場として利用
することができる）

＊テーマがはっきりした住み開き
などはこのカテゴリに属する（対
象を地縁やテーマ縁などによって
絞ることを前提に，私的スペース
を開くことができる）
③POCS_7：ヨリドコ大正メイ
キン＆るつぼん（メイキンは古い
長屋の改修による，「ものづくり」
をテーマにシェアアトリエと住
宅，コミュニティスペース。るつ
ぼんは福祉事業テナント，就労支
援事業所，訪問介護事業所，小商
いテナント，交流スペースを入れ
たテナント型福祉複合施設。母体

事業が福祉事業でないため③の要
素が強いが，①福祉機能をもつこ
とでの人の寄り付きがあり共通の
関心事を元にコミュニティがつく
られやすいという特徴もある

①付加型ACSW：Added 
Common Space to 
Welfare-facilities

③開供型POCS：Privately Owned Common Space②委託型CHPS：
Community Hub with 
Public Support

④社会型PMSP：
Privately Managed 
Social Place

［地域の居場所］
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②CHPS_1：まつどDEつ
ながるステーション（市民
参加型で人や地域とのつな
がりを誘発し孤立予防を目
指す取組で，創設のための
準備活動を行っている。現
在はまだ固定の場所をもた
ない機会型）
②CHPS_2：ふらっとな
んぶ（多世代・多機能型交
流拠点事業）（マルシェ等
での世代間交流，こども・
高齢者・子育て世代向け支
援・住民参加促進による地
域組織力育成）
（＊４）
②CHPS_3：まちライブ
ラリー@南町田グランベ
リーパーク（大規模ショッ
ピングセンターに併設され
たまちライブラリーで，市
の図書館機能の一部を担う
事業として委託を受けて運
営。また，子育ち支援施設
が同じ建物内に併設）
②CHPS_4：ゆりラボ（町
の健康増進事業の一貫とし
て委託により活動するコ
ミュニティナース保健室や
子育てイベントを行うコ
ミュニティスペースで，法
人事務所でもある）

②CHPS_5：暮らしの保
健室新宿（超高齢化した団
地の高齢者の支援拠点とし
て特徴のある暮らしの保健
室で，区等の健康増進や高
齢者支援事業の委託を受け
て運営。夏休みには小学生
のラジオ体操なども行って
おり，結果的に多世代型と
も見なせる）

④PMPS_4：マギーズ東
京（がんに影響を受けた人
を対象とした，相談事業や
ピアサポート活動の場所）

③POCS_1：JOCA大阪（地域
住民が自由に利用できる「セルフ
カフェ」機能をもつ場所。開設後，
２階でこども第三の居場所事業を
行っており一部②CHPSに該当）

①ACSW_1：ソナタリュー（障
害者GH，放課後等デイサー
ビス，就労支援事業所として
のレストラン・フィットネス
ジム・入浴施設，カフェ，遊
び広場の複合施設）

①ACSW_2：えんがお（地域
住民が自由に利用できるコ
ミュニティスペース，高齢者
デイ，中高生・学生の学習ス
ペース（不登校支援，高校生
の地域活動），障害者GHと就
労支援の分散型複合施設群）
①ACSW_3：春日台センター
センター（認知症高齢者GH，
小規模多機能，放課後等デイ，
就労支援事業所としてのレン
タルオフィス・洗濯代行・コ
インランドリー・軽食製造販
売の複合施設）
①ACSW_4：ヨリドコ小野路
宿（訪問看護事業所にカフェ
とコミュニティスペース，畑
や竹林など地域活動拠点，ま
ちの本棚を併設。地域の児童
らの活動場所や作品ギャラ
リーにも）

⑤藤沢市「地域の縁側」（市の事業として，運営補助費を得て市民自らがつくる居場所事業。特定の場所を持たず公民館利用等によ
るイベント（機会）型，住み開きなどにより独自の固定的な拠点をもつものなど多様。事業の目的として多世代型であることが認
定の条件となっていないが，活動テーマがそれぞれの団体により多様であるため全体としては多世代をサービス対象としている）

④PMSP_1：ココノバ（閉
鎖した診療所の改修による
地域住民が自由に利用でき
るコミュニティスペース，
ボックスショップ，コワー
キングスペース，テイクア
ウト型飲食店の複合施設）

③PMPS_2：だいかい文
庫（総合診療医らのグルー
プが営む私設図書館・書店）

③PMPS_3：福祉亭
（ニュータウンの下駄履き
商店街空き店舗活用のコ
ミュニティレストラン）
＊文献２で紹介されたイタ
リアの「地区の家」は母体
となる福祉事業をもたず（≠
①），地域にコミュニティ
スペースをつくること自体
を目的に各種事業を興した
ことから PMSPに相当

詳細参照先一覧
①ACSW_1：ソナタリュー　　山腰真也，米ケ田里奈，橘亮輔，山田あすか：年齢も障
がいも病気も関係なく，ごちゃまぜに交流できる地域の居場所SONATARUE（ソナ
タリュー），日本建築学会 建築計画委員会 施設計画運営委員会 地域施設計画小委員会，
地域施設計画研究 41（以下略して示す），pp.265-272，2023.07
①ACSW_2：えんがお，POCS_2：サンノハチ，POCS3_4：まんまとちぎ　　佐藤栄治，
竹澤くるみ：人口減少地域における地域福祉事業の活性化　- 地域共生社会の実現に向
けた地域福祉事業の展開手法，日本建築学会 地域施設計画研究 40，pp.163-168，
2022.07
①ACSW_3：春日台センターセンター　　山腰真也，米ケ田里奈，山田あすか：土間通
りでまちの軸を引き込み，軒下に滞留を呼び込む地域共生文化拠点　春日台センター
センター，日本建築学会 地域施設計画研究 41，pp.249-254，2023.07
①ACSW_4：ヨリドコ小野路宿メディカルヴィレッジ，②CHPS_4：ゆりラボ　　永原
大聖，正能健太，村川真紀，山田あすか：ウェルネス・コミュニティ拠点の類型化と
2 事例を通してみる地域単位でのウェルネス・コミュニティ活動展開の実態　－地域
密着型ウェルネス・コミュニティ拠点についての研究 (2)，日本建築学会 地域施設計
画研究 41，pp.165-174，2023.07
②CHPS_1：まつどDEつながるステーション　松戸市，多世代まるごと居場所づくり，
<https://www.city.matsudo.chiba.jp/kurashi/shiminkatsudou/tasedaimarugoto
/index.html>，参照 2024.1214
②CHPS_2：ふらっとなんぶ　　社会福祉法人狛江市社会福祉協議会，ふらっとなんぶ（多
世代・多機能型交流拠点事業），<https://welfare.komae.org/s_list/reg_volunteer/
　flat_nanbu/>，参照 2024.1214
②CHPS_3：まちライブラリー＠南町田グランベリーパーク　　横山拓海，山田あすか：
本を媒介とした滞在と交流の場の利用実態，日本建築学会技術報告集，第 30巻第 76
号，pp.1482-1487，2024.10
③POCS_1：JOCA大阪　　加藤瑞基，山田あすか，河合憲太：文化住宅を改修したオー
プンオフィスが地域の居場所と地域再生の拠点に　公益社団法人 青年海外協力協会 
JOCA大阪，Projects’ CATA-Log，<https://pjcatalog.jp/archives/688>
③POCS_4：暮らしの保健室あつぎ　　山口裕樹，村川真紀，山田あすか：多世代が親
しめる「ジェラテリア」としての暮らしの保健室　－地域密着型ウェルネス・コミュ
ニティ拠点についての研究（3），日本建築学会 地域施設計画研究 42，pp.100-106，

2024.07
③POCS_5：β本町橋　　岩瀬巧，松原茂樹，山田あすか：β本町橋　東横堀川とまち
のつながりを探求する水辺の実験基地，日本建築学会 地域施設計画研究 42，
pp.159-166，2024.07
②POCS_6：池上柚月，村川真紀，山田あすか：農と食と場で人をつなぐ。内でも外で
もない地域のコミュニケーション空間　「風のえんがわ」の取り組みについて，日本建
築学会 地域施設計画研究 41，pp.239-248，2023.07
④PMSP_1：ココノバ　　米ケ田里奈，林萌絵，山田あすか：Community Park 
coconova（ココノバ）　地域住民の自由なチャレンジを受け入れる，共創型の「コミュ
ニティパーク」，日本建築学会 地域施設計画研究 42，pp.141-150，2024.07
④PMPS_2：だいかい文庫　　村川真紀：本と暮らしのあるところ　だいかい文庫　ま
ちの人が一箱本棚オーナーとなる小さな図書館と居場所，そして健康相談の融合，地
域施設計画研究 41，pp.255-264，2033.07。山口裕樹，村川真紀，山田あすか，守
本陽一：社会的処方の場としての私的コミュニティ・ライブラリ（POCL）の実践　
－ POCL を起点とした地域住民及び地域コミュニティへの効果，日本建築学会 地域
施設計画研究 42，pp.305-314，2024.07
④PMPS_3：福祉亭　下平真由，山腰真也，村川真紀：『福祉亭』の取り組みについて，
日本建築学会 地域施設計画研究 40，pp.559-564，2022.07

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
⑤藤沢市地域の縁側　　下平真由，米ケ田里奈，山田あすか：行政が主体となる「地域
の居場所」に関する研究　ー藤沢市「地域の縁側」に着目して，日本建築学会 地域施
設計画研究 41，pp.205-214，2023.07

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
②CHPS_5：暮らしの保健室新宿　　原田豪，米ケ田里奈，村川真紀，山田あすか：局
地的高齢化を見せる戸山ハイツの中にある，医療，介護，生活の相談室　暮らしの保
健室　戸山，日本建築学会 地域施設計画研究 40，pp.513-521，2022.07
③POCS_7：ヨリドコ大正メイキン＆るつぼん　　岩瀬巧，山田あすか：ヨリドコ大正
メイキン＆るつぼん　築 70 年の双子長屋を改修して誕生した，福祉とモノづくりの
拠点，日本建築学会 地域施設計画研究 42，pp.151-158，2024.07
④PMPS_4：マギーズ東京　　「第二の我が家」として気軽に立ち寄れる日本版マギー
ズセンター　認定NPO法人マギーズ東京 マギーズ東京，<https://pjcatalog.jp/
　archives/1445>，参照 2024.1214
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＊特別養護老人ホームが提供
する地域交流スペースや認知
症高齢者グループホームが提
供する認知症カフェ（機会型）
など，母体事業ならではの得
意や機会を生かした地域公益
事業の多くがこのカテゴリに
属する

＊４「居場所事業」は自治体からの委託があるが，そこが「多世代型」であることが指定されているケースはまだ多くない。令
和元年にモデル事業が開始した重層的支援体制整備事業として設置が進められている状況
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かしそれらに付加的な機能を付与することで，従前のよ
うな対象者を（例えば高齢者，こども，移民のように）
限定する施設形態ではなく，全ての世代が交流できる
サービスを組み立てること，自治体と協働した地域づく
りの一環として行うことを条件に開始された。端的には，
既存の社会的活動・公共の福祉に資する事業の多機能
化による，世代間の交流や市民の社会参画の促進を目
的としたコミュニティ・ハウスである。設置状況の概
要についてのドイツ BMFSFJ（des Bundesministeriums 
für Familie, Senioren, Frauen und Jugend：連邦家族・
高齢者・女性・青少年省，以下「家族省」）提供資料の
うち，分布と担い手，立地地域の状況等を図３に示す。
１）設置概況　
　同一制度の元であるが担い手（運営者，運営組織）
は多様であり，基礎自治体，有限会社，宗教法人，
e.V.（イーファウ，登録された社団法人），NGO と多岐
にわたる。市（基礎自治体）が運営する事例は 19.1％で，
民営の方が多い。また，人口集積地から過疎地域まで
分布している。カバー率（多世代の家がある自治体の
割合）は 89％（355 自治体）で，残る 11％（45 自治体）
には設置されていない。今後設置されていない自治体
にまんべんなく設置を促すといった方針は担当者レベ
ルでは共有していないが，国会では各自治体に１以上の
多世代の家があった方がよい，との議題は示されている。
２）設置基準と評価基準
　連邦政府の当該事業担当者（家族および市民社会事
務局（BAFzA））らへのインタビュー調査及び多世代の
家事業報告・説明書注７）設置基準等を整理し，表１に示

す。多世代の家（MGH）の認可の基準は空間的には小
規模で，多くの規定があるわけではなく，最低２室と合
計で 60㎡以上の面積，最低１室のオープン・トレフ（開
放的な集いの場）があり週 20 時間以上開かれているこ
と，等が定められている。
５．２　「多世代の家」の運営 -事業の位置づけの多様性
　家族省提供資料及び現地調査による多世代の家の運

図３　ドイツ「多世代の家」の概要（翻訳責：山田）

人口タイプ（グループ化）
30.8% 縮小・高齢化自治体（Group1）

16.1％：社会経済的課題を抱える都市・事
業拠点（Group2）

18.2％：地方や活力ある地域の安定した、
あるいは成長中のコミュニティ（Group3）
34.8％：繁栄し、適度に成長している都市

やコミュニティ (Group4)

担い手団体
19.1% が市（基礎自治体）が担い手

80.9%が独立的な担い手

構造的に強い／弱いへの分類
66.9％が構造的に弱い地域
33.1% 構造的に強い地域

 都市化の度合い
23.1％が人口密集地

46.0% 中程度の人口密度
11.9% 人口希薄

MGHの財務のしくみは？

施設の一部とし
ての多世代の家
（教育・レジャー
センターの一部
など）

施設の（支柱と
しての）多世代
の家
（デイケアセン
ターやユースク
ラブ隣接など）

多世代の家を、
異なるエリアを
つなぐ屋根とし
て利用する
（相談センター、
保育所、集会セ
ンターなど）

「コア」多世代の
家
（様々なサブエリ
アの区別なし）

独立型：施設
が全体で多世
代の家である

一部型：施設
がもつ諸機能
の一つが多世
代の家である

柱型：施設
がもつ諸機
能の主要な
部分が多世
代の家であ
る

枠組み型：諸
機能をもつ施
設全体をまと
める枠組みが
多世代の家
である

枠組み-連携
型：枠組み型
のうち，諸機
能の相互連携
を多世代の家
事業として強
く実施

＊上部が家族省提供資料での説明の直訳。下部は各事例への訪問を経て
　実態に即して整理したもの

図４　「多世代の家」の運営タイプ（翻訳責：山田）

表１　「多世代の家」の設置基準と評価基準（翻訳責：根元
をもとに山田編集）

形式的基準（不合格の場合、関心表明手続き（IBV） での失格）
• 物理的要件：提供するサービスとオープンな交流のために最低でも 2 部屋（相談室
やオフィスを含む）、合計で 60 ㎡以上のスペース。 
　- 屋外エリアがあることやバリアフリーも望ましいが，必須ではない。 
　- 多くの人々にとって徒歩または公共交通機関で容易にアクセスできることが望ま
しい。場所や建物についての具体的な要件はない
　-開所時間：’’Der Offene Treff‘‘= オープントレフ（開放的な集いの場）が週に少
なくとも 20 時間開かれており，常勤またはボランティアで少なくとも１人のス
タッフが常駐していること。
　＊この「オープントレフ」は室（空間）であり，場（活動の内容そのもの）でも
ある。ドイツ語の Treff は名詞（集会の空間，集まり）と動詞（集まる）のいずれ
としても扱われ，オープントレフ（部屋）をもつこと（=名詞），という記述や，オー
プントレフ（場，活動）を開催すること（=動詞）という記述がある
• インフラ要件：自由にアクセス可能で無料のインターネット接続と少なくとも１台
の端末（ラップトップ、PC、タブレット、スマートフォンなど），トイレ。 
• 人材要件：適任な専門性のあるコーディネーター 
　- MGH （の事業の担当として）少なくとも 1 人の常勤職員が働いていること
　- MGH の運営を長期間ボランティアのみで行うことは認められていない
　-スタッフの資格に関しては特に規定はない。多くのMGH は既存の施設（事業体）
からの発展により，各母体事業のテーマや専門性に基づく既存のスタッフがMGH
事業を牽引することが多い 
• 自治体の確認書： 
　- MGHが属する（連携する）自治体が毎年 1 万ユーロの追加資金を提供すること。
　- 共同資金は（部分的に）物的支援として提供することも可能
 ＊連邦政府からの資金は毎年４万ユーロ（規模によらず一律）で，マッチングファ
ンド方式により合計５万ユーロが基本の資金となる。自治体や EU，関連団体等か
ら他に事業を受けて複合的な資金により運営されるMGHもある（複合的に資金を
受けることや事業を実施することを禁じていない）。
　- MGH を高齢化社会や地域社会の計画に組み込むことを市町村の決議として決定
すること。MGH が人口変動の管理や地域社会計画に含まれること、および市民の
参加と発展機会の問題に関わることを確認する。 
内容に関する評価（以下の質問を含む要素の確認によって実施）
1. 活動地域のニーズや既存のサービス、運営者が説得力を持って示されているか？ 
2. コンセプトは説得力があるか（特に自治体との協力に関して）？ 
3. 提案されたサービスはニーズやターゲットグループに適しているか？ 
4. 連邦プログラムの横断的目標を理解し、適切な対策で実施しているか？
応募資格（運営団体としての資格）
ドイツ国内の基礎自治体および非営利の民間法人（例：e.V.）に限る

家族省提供資料（設置・運営ガイドライン）より抜粋して編集。＊部分は追記した注釈

− 145 −
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営にかかる事業複合，事業の位置づけのタイプを図４
に示す。多世代の家事業が行われている施設において，
多世代の家事業のみを行っているケースから，他の事
業と複合的に実施されているケースまで，様々な運営
が内包されている。
①独立型：単独で実施されている多世代の家（ある建
物の全体をすべて利用しているという意味ではなく，
事業の位置づけについての分類。建物の一部である
場合を含む）

②枠組み型：諸機能（複数の事業）を持つ施設全体を
まとめる枠組みとしての多世代の家（空間のあり方
例では，施設全体で共有されるロビー・リビング的
空間がオープントレフであるなど）

③枠組み -連携型：枠組み型のうち，諸機能の相互連携
を多世代の家事業として強く位置づけている

④柱型：施設がもつ諸機能の主要な部分が多世代の家
⑤一部型：機能複合された施設がもつ諸機能の一つが
多世代の家

　なお，日本の［地域の居場所］と比較して位置づけると，
多世代の家の事例は何らかの事業を下敷きにしている
か否かによらず事業運営補助金が一律で設定されてい
るため，福祉事業を本体とする①付加型（ACSW）また
は③委託型（CHPS）に該当する。付加型に分類される
事例の中には，④社会型（PMSP）として運営されてい
た活動をもとに多世代の家事業が付加された例もある。
５．３　「多世代の家」の事業内容
　多世代の家の活動テーマは多様である。助成ガイド
ラインより，設定された横断的課題（共通の課題）と，
選択可能な活動テーマを取り出して整理し，図５に示す。
多世代の関係づくりを軸に，市民の参加を促し自発的な
関与を促すこと，そのために既存のアクターを巻き込み
そのハブとなって地域固有の課題解決に向かう関係性
をつくっていくことが多世代の家全体で共有されるべき
課題として示されている。つまり，地域に暮らす人々の
困りごとを直接解決するための場所というよりも，解決
に至るための関係性や活動の土壌，市民社会への参加
の構造をつくり出す場所であることこそが多世代の家の
価値である。
　各地域のリソースや課題に応じて，それぞれの多世
代の家が設定する活動分野やその重み付けは，自治体
との協議の上で自由に設定できるとされている。例えば
家庭と就労や介護の両立，高齢者の自立生活，若者支援，
移民・難民支援など人に属する課題から，民主主義の

促進や環境持続可能性の向上といった社会課題への対
応まで，多岐にわたる。
５．４　「多世代の家」の具体的事例
　2023-2024 年調査での現地見学先を，先の類型に基
づいて整理し図６に示す。これを付加型／委託型の分
類によってまとめると図７の通りである。なお，多世代
の家事業としては独立型であるが，母体法人とそちらと
の連携があり法人全体の活動としては多世代の家事業
は柱であったり事業群の一部である場合もある。
　「既存の組織や建物を活かして多世代の交流の場をつ
くる」という当初コンセプトに基づけば，例えば高齢
者施設等の既存福祉事業に高齢者以外を対象とする事

図７　多世代の家の分類と，運営における母体事業等の関係

図５　「多世代の家」の課題と活動分野（翻訳責：根元をも
とに山田が編集）
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付加型（ACSW）
④社会型’：民間社
会活動への付加
委託型（CHPS）

独立型 枠組み型 柱型 一部型枠組み-
連携型

＊「多世代の家」には一律で補助金があるため，②開供型（POCS），④社会型（
PMSP）には該当しない
＊［公］は公営，［民］は民営

１） 世代をつなぐ
すべての世代に開か
れた交流の場とし
て，年齢別にサービ
スを提供するのでな
く，すべての家庭が
世代間で協働し，家
族外の異なる世代の
人との出会いや交流
を促進し，世代間の
関係をつくり，強化
する

連邦多世代の家 第４次プログラム「共に ‒ お互いに」の目標：多世代の家の助けを借
りて，ドイツに住むすべての人々にとって良好な発展のチャンスと公平な参加の機
会を提供し，ドイツ全土のすべての地域で等価でより良い生活条件を創造すること

横断的課題：多世代の家プログラムの実施にあたり一貫して考慮されるべきことがら
２）参加を促す
アクセスしやすく関
わりを誘発する社会
空間として，人々の
社会生活，コミュニ
ティ（社会的共同
体），関わりある地
域や自治体での政治
的意思形成や決定過
程（活動的な条件形
成）への参加を強化
する

３）自発的な関与を
支援し，育てる
すべての世代の人々
が自分の興味や能力
に応じて参加できる
よう，自発的な関与
を可能にし，支援し，
強化する。持続可能
でより良い自発的関
与の構造を作り出す
ことに貢献する

４）社会空間指向
自治体との密接な調
整によって活動や立
地を自ら定め，既存
の行政，経済，市民
社会の関連アクター
と協力し，それらの
連結役となり，ニー
ズと潜在力を引き出
して多様な地域課題
に対する適切な解決
策を共同で策定する

・家庭と就労の両立
既存の保育施設の補
完としての幼児保育
や，多様な家族構成
を考慮したサポート
など

活動分野：自治体との緊密な調整を通じて，活動する地域のリソース及びニーズに応じ，
それぞれの地域に固有の多様な課題に対して適切な解決策を策定するため，活動や
その重み付けは自由に設定できる

• 家庭と介護の両立
高齢者の日常的な用
事のサポートや，家
庭運営をサポートす
る家事サービスなど

• 高齢者の自立した
生活
高齢者の参加機会，
支援ネットワーク，
活動的な共同体の促
進。シニア会議，
健康促進や介護予
防，料理や交流のイ
ベント，デジタルイ
ンフラの提供，コン
ピューターやインタ
ーネットのコース等

• 若者に適した社会
青少年に魅力的な社
会的展望と参加の機
会を提供。青少年議
会，青少年社会工作，
世代間交流，歴史や
伝記のワークショッ
プなど

• 移民・難民のドイ
ツ社会への統合
近年の大きな課題で
あり，各自治体で早
急に必要とされる言
葉や文化の教育など
のニーズに対応した
支援を実施

• 就労支援，教育や雇用への橋渡し
ニート状態からボランティアを経ての社
会保険加入の雇用への展開や，インター
ンシップや職業訓練の仲介など

• 参加と民主主義の
促進
市民が自身のコミュ
ニティや自治体の条
件を活動的に形成す
るための参加を促
進。オープンな対話
の場，ラウンドテー
ブル，地区会議など

• デジタル教育
デジタル化への対応
として，デジタルス
キルの強化と参加の
機会の向上を目指
す。最新技術の利用
やデジタルメディア
の利用トレーニング
など

• 市民社会，政治，
経済間の協力
市民社会，政治，経
済間のパートナー
シップの構築への貢
献。交流プラット
フォーム，オープン
ハウス，情報提供イ
ベントなど

• 環境持続可能性
環境持続可能性向上
への貢献。資源の節
約的かつ持続可能な
使用，リペアカフェ，
アップサイクリング
プロジェクト，交換
市場，アーバンガー
デニングなど

• その他の活動分野
多世代の家の活動地域で特定されたニーズに基づいて生じるその他の活動分野。
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図６　ドイツの［多世代の家」の事例

独立型：施設が全
体で多世代の家で
ある

一部型：施設がも
つ諸機能の一つが
多世代の家である

柱型：施設がもつ
諸機能の主要な部
分が多世代の家で
ある

枠組み型：諸機能
をもつ施設全体を
まとめる枠組みが
多世代の家である

枠組み-連携型：枠
組み型のうち，諸
機能の相互連携を
積極的に実施

〇Leipzig01: Haus 
Steinstraße（ハウス・シュタ
インシュトラッセ）
　幼児～青少年のアート活動，子
育て支援，高齢者のアート＆文
化活動に特徴のあるMGH
〇Leipzig02: Kultur-und 
Begegnungszentrum 
Ariowitsch-Haus e.V.（文化
と生活センター・アリオヴィッ
チハウス）
　ユダヤ・コミュニティ団体によ
って運営される，ユダヤにルー
ツ持つ人々の語学支援やユダヤ
文化の共有などに特徴のある
MGH
〇Frankfurt01: MGH 
Groß-Zimmern（グロース・
ツィンメルン）
　子育て支援，子供の活動，高齢
者の活動を行うMGH。宗教法
人の運営であり地域全体の関係
づくりに関心が高い
〇Frankfurt03: SchillerHaus
（シラーハウス）
　駅チカ団地内スーパーの空き建
物を寄付によってコミュニティ
センターに改修
●Berlin02: RoBertO - 
Begegnungsstätte im Haus 
der Generationen（愛称ロベ
ルト）
　元団地内の幼児施設だった建物
の改修による（地区が費用を出
した）。法人の意向で障害者支
援に特徴

●Berlin03: Nachbarschafts-
treff Schillerkiez（シラー界
隈の近隣集会所）
　ベルリンの壁にほど近い，旧西
側エリアに位置し，米軍支援で
作られた近隣センターをベース
に発展した地域活動グループが
作った小規模MGH
●Altenkirchen：Mehrgenera-
tionenhaus Mittendrin 
Altenkirchen（アルテンキル
ヒェンの真ん中に）
　まちなか再整備できれいになっ
た歩行者専用道路に面する商店
を利用，教会など周辺施設との
日常的なネットワークに特徴

□Kittingen: Mehrgenera-
tionenhaus St. Elisabeth（
セント・エリザベス）
　要介護高齢者施設の中庭に面し
たウィンターガーデン（温室）
をオープン・トレフとした
MGH。高齢者と移民の交流に
よる言語教育機会の提供など若
年・子育て期の移民支援を実施

●Düsseldorf03: Der Neue 
Lindenhof Mehrgenera-
tionenhaus（新しい菩提樹の
庭）（運営は充填に近い）
　金属加工職人のまちの産業構造
の変化と共に疎になった人間関
係を結び直す。キリスト教会，
イスラム教会，移民支援（語学
教育），アート活動など多彩な
活動の場所を合築でまとめ上げ
ている

□Dorflinde im Langenfeld（
菩提樹の村ランゲンフェルト）
　２つの中規模都市の間に位置す
る荷馬車の駅であった，過疎化
が進む集落の再生事業として，
村を挙げて村での生活と村の存
続に必要な生活施設を多世代の
家事業として実施
●Berlin01: Villa Lützow（ヴィ
ラ・リュッツォー）
　児童・青少年支援に使われてい
た建物の改修による。地区青少
年局と連携し，近くの小学校な
どと連携して青少年や移民への
ケアを行う。LGBTサポートに
特徴

■Hamburg04: BARMBEK-
BASCH（バルムベック・バッ
シュ）
　児童・ファミリーの精神医療や
小児科，ファミリーセンター，
高齢者のカルチャー活動施設，
図書館，文化と発信事業などを
一つ屋根の下にしたケアと文化
のハブ

■Bremen02: Mehrgenera-
tionenhaus Bremen: 
Schweizer Viertel（多世代の
家ブレーメン・スイス地区）
　高齢者への住宅供給をテーマに
した財団が設立した，サービス
付き高齢者住宅・多世代住宅・
DSを内包する
■Kassel：Heilhaus Kassel（
ヒーリングハウス・カッセル）
　多世代住宅・助産院・ホスピス
・カフェ+集会施設・保育所が
併設され，一街区を成す

□Frankfurt02: Stadtteilzen-
trum Hirschsprung-Breit-
ensee（ヒルシュスプルング 
ブライテンゼー地区センター，
愛称RaBe）
　空港近くの集合住宅地が開発後
年数が経って高齢者や移民，生
活困窮者の比率が高くなってお
り，一群の建物を高齢者施設や
障害者ケア，保育所，母子支援
センターなどに改修し機能複合
により地域全体を支える

▲Hamburg01: Mehrgenera-
tionenhaus Hamburg Altona 
-FLAKS（ハンブルク・アルト
ナ地区FLAKS）
　当事者活動から始まった女性自
身の自立を促す支援センターが
後にMGHに参加。周辺地区に
移民が多いこともあり，移民の
女性支援が近年では比率高い課
題。テーマ特化した施設なので
ハンブルク全体から利用者が来
訪，利用圏域は広い

■Hamburg02: Mehrgenera-
tionenhaus Nachbarschatz
（近隣の宝物）
　商店街にもほど近い，緑道に面
した街区型住宅地区の一角を占
めた５階建て小学校の改修。ク
リーニング店・保育所・カフェ
・助産師オフィス・子供ショー
トステイがある

△Nürnberg01: SOS-Kinder-
dorf Nürnberg Mehrgen-
erationenhaus Schweinau
（SOS子どもの村 MGHシュヴ
ァイナウ）
　元市役所分室や行政関係の印刷
所であった建物群を改修し，学
童保育，青少年保護センター，
児童精神外来，発達支援などを
併設したMGH
〇Nürnberg02: MGH 
AWOthek Südstadt（アヴォ
テック ズュートシュタット）
　労働者団体AWOが運営する，
移民就労支援（語学学習，ボラ
ンティアとしての就労履歴をつ
ける），生きがいとしての高齢
者の仕事づくりなどを行う
■Hamburg03: Ev.-Luth. 
Kirchengemeinde in 
Schiffbek und Öjendorf（
シフベクとエージェンドルフ教
区）
　経済成長・拡大による住宅地開
発の時期に建てられたバウハウ
ス風デザインのモダンな教会の
敷地に，幼稚園併設でつくられ
たMGH。教会の既存の人的ネ
ットワークを生かして活動
■Bremen01: Haus der 
Zukunft -Mehrgenera-
tionenhaus（未来の家）
　撤退した元企業城下町団地の教
会横の敷地に，保育所と並んで
建つ成人への社会教育を基にし
たMGH。移民受け入れの公式
な長期語学プログラムを実施
■Düsseldorf01: SOS 
Kinderdorf Düsseldorf（
SOS子どもの村 デュッセルド
ルフ）
　SOS子どもの村の西ドイツにお
ける集約的拠点と位置づけられ
ている。オープントレフである
カフェや研修室を含む本体建物
の他，青少年の家や療育室，子
育て支援，安価なリサイクルシ
ョップなどが地域内に分散して
配置され複合的な機能を担う

▲Düsseldorf02: Mehrgenera-
tionenhaus Mütterzentrum 
Dortmund（ドルトムントの
マザーセンター）
　行政の支援を受けながらの民営
母子センターが後にMGHに参
加。病院敷地内にあった小規模
病棟の改修による

〇2023年調査，●■2024年調査，〇●は②委託型，□■は①付加型およびその亜種（特定者に対する公共事業としての福祉機能を有する）

詳細参照先一覧
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性に根ざす「多世代の家」　─教育・文化と子育て，そしてユダヤコミュニティへのケ
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への間接的就労支援　－ドイツの多世代の家　SOS-Kinderdorf Nürnberg 
Mehrgenerationenhaus Schweinau，MGH AWOthek Südstadt －，日本建築学
会 地域施設計画研究 42，pp.223-232，2024.07
＊2024年調査分（ベルリン，ハンブルク，ブレーメン，デュッセルドルフ，アルテン
キルヒェン，ドルトムント，カッセル）については，「地域施設計画研究 43
（2025.07）に同時掲載
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6/10

営にかかる事業複合，事業の位置づけのタイプを図４
に示す。多世代の家事業が行われている施設において，
多世代の家事業のみを行っているケースから，他の事
業と複合的に実施されているケースまで，様々な運営
が内包されている。
①独立型：単独で実施されている多世代の家（ある建
物の全体をすべて利用しているという意味ではなく，
事業の位置づけについての分類。建物の一部である
場合を含む）

②枠組み型：諸機能（複数の事業）を持つ施設全体を
まとめる枠組みとしての多世代の家（空間のあり方
例では，施設全体で共有されるロビー・リビング的
空間がオープントレフであるなど）

③枠組み -連携型：枠組み型のうち，諸機能の相互連携
を多世代の家事業として強く位置づけている

④柱型：施設がもつ諸機能の主要な部分が多世代の家
⑤一部型：機能複合された施設がもつ諸機能の一つが
多世代の家

　なお，日本の［地域の居場所］と比較して位置づけると，
多世代の家の事例は何らかの事業を下敷きにしている
か否かによらず事業運営補助金が一律で設定されてい
るため，福祉事業を本体とする①付加型（ACSW）また
は③委託型（CHPS）に該当する。付加型に分類される
事例の中には，④社会型（PMSP）として運営されてい
た活動をもとに多世代の家事業が付加された例もある。
５．３　「多世代の家」の事業内容
　多世代の家の活動テーマは多様である。助成ガイド
ラインより，設定された横断的課題（共通の課題）と，
選択可能な活動テーマを取り出して整理し，図５に示す。
多世代の関係づくりを軸に，市民の参加を促し自発的な
関与を促すこと，そのために既存のアクターを巻き込み
そのハブとなって地域固有の課題解決に向かう関係性
をつくっていくことが多世代の家全体で共有されるべき
課題として示されている。つまり，地域に暮らす人々の
困りごとを直接解決するための場所というよりも，解決
に至るための関係性や活動の土壌，市民社会への参加
の構造をつくり出す場所であることこそが多世代の家の
価値である。
　各地域のリソースや課題に応じて，それぞれの多世
代の家が設定する活動分野やその重み付けは，自治体
との協議の上で自由に設定できるとされている。例えば
家庭と就労や介護の両立，高齢者の自立生活，若者支援，
移民・難民支援など人に属する課題から，民主主義の

促進や環境持続可能性の向上といった社会課題への対
応まで，多岐にわたる。
５．４　「多世代の家」の具体的事例
　2023-2024 年調査での現地見学先を，先の類型に基
づいて整理し図６に示す。これを付加型／委託型の分
類によってまとめると図７の通りである。なお，多世代
の家事業としては独立型であるが，母体法人とそちらと
の連携があり法人全体の活動としては多世代の家事業
は柱であったり事業群の一部である場合もある。
　「既存の組織や建物を活かして多世代の交流の場をつ
くる」という当初コンセプトに基づけば，例えば高齢
者施設等の既存福祉事業に高齢者以外を対象とする事

図７　多世代の家の分類と，運営における母体事業等の関係

図５　「多世代の家」の課題と活動分野（翻訳責：根元をも
とに山田が編集）

公　　民１

公１　民５
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公　　民２

公　　民１

公１　民１

公　　民

公　　民１

公１　民３ 公　　民１ 公　　民３１

3

付加型（ACSW）
④社会型’：民間社
会活動への付加
委託型（CHPS）

独立型 枠組み型 柱型 一部型枠組み-
連携型

＊「多世代の家」には一律で補助金があるため，②開供型（POCS），④社会型（
PMSP）には該当しない
＊［公］は公営，［民］は民営

１） 世代をつなぐ
すべての世代に開か
れた交流の場とし
て，年齢別にサービ
スを提供するのでな
く，すべての家庭が
世代間で協働し，家
族外の異なる世代の
人との出会いや交流
を促進し，世代間の
関係をつくり，強化
する

連邦多世代の家 第４次プログラム「共に ‒ お互いに」の目標：多世代の家の助けを借
りて，ドイツに住むすべての人々にとって良好な発展のチャンスと公平な参加の機
会を提供し，ドイツ全土のすべての地域で等価でより良い生活条件を創造すること

横断的課題：多世代の家プログラムの実施にあたり一貫して考慮されるべきことがら
２）参加を促す
アクセスしやすく関
わりを誘発する社会
空間として，人々の
社会生活，コミュニ
ティ（社会的共同
体），関わりある地
域や自治体での政治
的意思形成や決定過
程（活動的な条件形
成）への参加を強化
する

３）自発的な関与を
支援し，育てる
すべての世代の人々
が自分の興味や能力
に応じて参加できる
よう，自発的な関与
を可能にし，支援し，
強化する。持続可能
でより良い自発的関
与の構造を作り出す
ことに貢献する

４）社会空間指向
自治体との密接な調
整によって活動や立
地を自ら定め，既存
の行政，経済，市民
社会の関連アクター
と協力し，それらの
連結役となり，ニー
ズと潜在力を引き出
して多様な地域課題
に対する適切な解決
策を共同で策定する

・家庭と就労の両立
既存の保育施設の補
完としての幼児保育
や，多様な家族構成
を考慮したサポート
など

活動分野：自治体との緊密な調整を通じて，活動する地域のリソース及びニーズに応じ，
それぞれの地域に固有の多様な課題に対して適切な解決策を策定するため，活動や
その重み付けは自由に設定できる

• 家庭と介護の両立
高齢者の日常的な用
事のサポートや，家
庭運営をサポートす
る家事サービスなど

• 高齢者の自立した
生活
高齢者の参加機会，
支援ネットワーク，
活動的な共同体の促
進。シニア会議，
健康促進や介護予
防，料理や交流のイ
ベント，デジタルイ
ンフラの提供，コン
ピューターやインタ
ーネットのコース等

• 若者に適した社会
青少年に魅力的な社
会的展望と参加の機
会を提供。青少年議
会，青少年社会工作，
世代間交流，歴史や
伝記のワークショッ
プなど

• 移民・難民のドイ
ツ社会への統合
近年の大きな課題で
あり，各自治体で早
急に必要とされる言
葉や文化の教育など
のニーズに対応した
支援を実施

• 就労支援，教育や雇用への橋渡し
ニート状態からボランティアを経ての社
会保険加入の雇用への展開や，インター
ンシップや職業訓練の仲介など

• 参加と民主主義の
促進
市民が自身のコミュ
ニティや自治体の条
件を活動的に形成す
るための参加を促
進。オープンな対話
の場，ラウンドテー
ブル，地区会議など

• デジタル教育
デジタル化への対応
として，デジタルス
キルの強化と参加の
機会の向上を目指
す。最新技術の利用
やデジタルメディア
の利用トレーニング
など

• 市民社会，政治，
経済間の協力
市民社会，政治，経
済間のパートナー
シップの構築への貢
献。交流プラット
フォーム，オープン
ハウス，情報提供イ
ベントなど

• 環境持続可能性
環境持続可能性向上
への貢献。資源の節
約的かつ持続可能な
使用，リペアカフェ，
アップサイクリング
プロジェクト，交換
市場，アーバンガー
デニングなど

• その他の活動分野
多世代の家の活動地域で特定されたニーズに基づいて生じるその他の活動分野。
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図６　ドイツの［多世代の家」の事例

独立型：施設が全
体で多世代の家で
ある

一部型：施設がも
つ諸機能の一つが
多世代の家である

柱型：施設がもつ
諸機能の主要な部
分が多世代の家で
ある

枠組み型：諸機能
をもつ施設全体を
まとめる枠組みが
多世代の家である

枠組み-連携型：枠
組み型のうち，諸
機能の相互連携を
積極的に実施

〇Leipzig01: Haus 
Steinstraße（ハウス・シュタ
インシュトラッセ）
　幼児～青少年のアート活動，子
育て支援，高齢者のアート＆文
化活動に特徴のあるMGH
〇Leipzig02: Kultur-und 
Begegnungszentrum 
Ariowitsch-Haus e.V.（文化
と生活センター・アリオヴィッ
チハウス）
　ユダヤ・コミュニティ団体によ
って運営される，ユダヤにルー
ツ持つ人々の語学支援やユダヤ
文化の共有などに特徴のある
MGH
〇Frankfurt01: MGH 
Groß-Zimmern（グロース・
ツィンメルン）
　子育て支援，子供の活動，高齢
者の活動を行うMGH。宗教法
人の運営であり地域全体の関係
づくりに関心が高い
〇Frankfurt03: SchillerHaus
（シラーハウス）
　駅チカ団地内スーパーの空き建
物を寄付によってコミュニティ
センターに改修
●Berlin02: RoBertO - 
Begegnungsstätte im Haus 
der Generationen（愛称ロベ
ルト）
　元団地内の幼児施設だった建物
の改修による（地区が費用を出
した）。法人の意向で障害者支
援に特徴

●Berlin03: Nachbarschafts-
treff Schillerkiez（シラー界
隈の近隣集会所）
　ベルリンの壁にほど近い，旧西
側エリアに位置し，米軍支援で
作られた近隣センターをベース
に発展した地域活動グループが
作った小規模MGH
●Altenkirchen：Mehrgenera-
tionenhaus Mittendrin 
Altenkirchen（アルテンキル
ヒェンの真ん中に）
　まちなか再整備できれいになっ
た歩行者専用道路に面する商店
を利用，教会など周辺施設との
日常的なネットワークに特徴

□Kittingen: Mehrgenera-
tionenhaus St. Elisabeth（
セント・エリザベス）
　要介護高齢者施設の中庭に面し
たウィンターガーデン（温室）
をオープン・トレフとした
MGH。高齢者と移民の交流に
よる言語教育機会の提供など若
年・子育て期の移民支援を実施

●Düsseldorf03: Der Neue 
Lindenhof Mehrgenera-
tionenhaus（新しい菩提樹の
庭）（運営は充填に近い）
　金属加工職人のまちの産業構造
の変化と共に疎になった人間関
係を結び直す。キリスト教会，
イスラム教会，移民支援（語学
教育），アート活動など多彩な
活動の場所を合築でまとめ上げ
ている

□Dorflinde im Langenfeld（
菩提樹の村ランゲンフェルト）
　２つの中規模都市の間に位置す
る荷馬車の駅であった，過疎化
が進む集落の再生事業として，
村を挙げて村での生活と村の存
続に必要な生活施設を多世代の
家事業として実施
●Berlin01: Villa Lützow（ヴィ
ラ・リュッツォー）
　児童・青少年支援に使われてい
た建物の改修による。地区青少
年局と連携し，近くの小学校な
どと連携して青少年や移民への
ケアを行う。LGBTサポートに
特徴

■Hamburg04: BARMBEK-
BASCH（バルムベック・バッ
シュ）
　児童・ファミリーの精神医療や
小児科，ファミリーセンター，
高齢者のカルチャー活動施設，
図書館，文化と発信事業などを
一つ屋根の下にしたケアと文化
のハブ

■Bremen02: Mehrgenera-
tionenhaus Bremen: 
Schweizer Viertel（多世代の
家ブレーメン・スイス地区）
　高齢者への住宅供給をテーマに
した財団が設立した，サービス
付き高齢者住宅・多世代住宅・
DSを内包する
■Kassel：Heilhaus Kassel（
ヒーリングハウス・カッセル）
　多世代住宅・助産院・ホスピス
・カフェ+集会施設・保育所が
併設され，一街区を成す

□Frankfurt02: Stadtteilzen-
trum Hirschsprung-Breit-
ensee（ヒルシュスプルング 
ブライテンゼー地区センター，
愛称RaBe）
　空港近くの集合住宅地が開発後
年数が経って高齢者や移民，生
活困窮者の比率が高くなってお
り，一群の建物を高齢者施設や
障害者ケア，保育所，母子支援
センターなどに改修し機能複合
により地域全体を支える

▲Hamburg01: Mehrgenera-
tionenhaus Hamburg Altona 
-FLAKS（ハンブルク・アルト
ナ地区FLAKS）
　当事者活動から始まった女性自
身の自立を促す支援センターが
後にMGHに参加。周辺地区に
移民が多いこともあり，移民の
女性支援が近年では比率高い課
題。テーマ特化した施設なので
ハンブルク全体から利用者が来
訪，利用圏域は広い

■Hamburg02: Mehrgenera-
tionenhaus Nachbarschatz
（近隣の宝物）
　商店街にもほど近い，緑道に面
した街区型住宅地区の一角を占
めた５階建て小学校の改修。ク
リーニング店・保育所・カフェ
・助産師オフィス・子供ショー
トステイがある

△Nürnberg01: SOS-Kinder-
dorf Nürnberg Mehrgen-
erationenhaus Schweinau
（SOS子どもの村 MGHシュヴ
ァイナウ）
　元市役所分室や行政関係の印刷
所であった建物群を改修し，学
童保育，青少年保護センター，
児童精神外来，発達支援などを
併設したMGH
〇Nürnberg02: MGH 
AWOthek Südstadt（アヴォ
テック ズュートシュタット）
　労働者団体AWOが運営する，
移民就労支援（語学学習，ボラ
ンティアとしての就労履歴をつ
ける），生きがいとしての高齢
者の仕事づくりなどを行う
■Hamburg03: Ev.-Luth. 
Kirchengemeinde in 
Schiffbek und Öjendorf（
シフベクとエージェンドルフ教
区）
　経済成長・拡大による住宅地開
発の時期に建てられたバウハウ
ス風デザインのモダンな教会の
敷地に，幼稚園併設でつくられ
たMGH。教会の既存の人的ネ
ットワークを生かして活動
■Bremen01: Haus der 
Zukunft -Mehrgenera-
tionenhaus（未来の家）
　撤退した元企業城下町団地の教
会横の敷地に，保育所と並んで
建つ成人への社会教育を基にし
たMGH。移民受け入れの公式
な長期語学プログラムを実施
■Düsseldorf01: SOS 
Kinderdorf Düsseldorf（
SOS子どもの村 デュッセルド
ルフ）
　SOS子どもの村の西ドイツにお
ける集約的拠点と位置づけられ
ている。オープントレフである
カフェや研修室を含む本体建物
の他，青少年の家や療育室，子
育て支援，安価なリサイクルシ
ョップなどが地域内に分散して
配置され複合的な機能を担う

▲Düsseldorf02: Mehrgenera-
tionenhaus Mütterzentrum 
Dortmund（ドルトムントの
マザーセンター）
　行政の支援を受けながらの民営
母子センターが後にMGHに参
加。病院敷地内にあった小規模
病棟の改修による

〇2023年調査，●■2024年調査，〇●は②委託型，□■は①付加型およびその亜種（特定者に対する公共事業としての福祉機能を有する）

詳細参照先一覧
１）下平真由，山田あすか：ドイツ全土に広がる「多世代の家」の概要と実態調査報告，
日本建築学会 建築計画委員会 施設計画運営委員会 地域施設計画小委員会，地域施設
計画研究 42（以下略して示す），pp.173-182，2024.07
２）佐藤栄治，内田琉奈，下平真由， 竹澤くるみ，山田あすか：ドイツ全土に広がる多
世代の家の立地特性についての分析，日本建築学会 地域施設計画研究 42，
pp.183-188，2024.07
３）池上柚月，山田あすか：ドイツ東部の都市ライプツィヒにおける地域課題と地域特
性に根ざす「多世代の家」　─教育・文化と子育て，そしてユダヤコミュニティへのケ
アの場としての多世代の家，日本建築学会 地域施設計画研究 42，pp.197-206，
2024.07
４）米ケ田里奈，山田あすか：地域丸ごと再生の核となった多世代の家「ドルフリンデ
ランゲンフェルト」 ─ゆりかごから墓場までを体現する機能複合を分散ネットワーク
型で整備した「多世代の家」，日本建築学会 地域施設計画研究 42，pp.207-216，

2024.07
５）下平真由，米ケ田里奈，松原茂樹：団地再生と分散・分棟の地域拠点の創生とその
組織化の面から「多世代の家」が果たす役割　- フランクフルト近郊の３つの「多世代
の家」，日本建築学会 地域施設計画研究 42，pp.189-196，2024.07
６）古賀政好，加藤悠介：聖エリザベート老人ホーム　─老人ホームに暮らすお年寄り
と移民の若者やこどもたちが共に過ごす時間をつくる多世代の家，日本建築学会 地域
施設計画研究 42，pp.217-222，2024.07
７）村川真紀，加藤悠介，小篠隆生：ニュルンベルクの多世代の家　青少年保護と移民
への間接的就労支援　－ドイツの多世代の家　SOS-Kinderdorf Nürnberg 
Mehrgenerationenhaus Schweinau，MGH AWOthek Südstadt －，日本建築学
会 地域施設計画研究 42，pp.223-232，2024.07
＊2024年調査分（ベルリン，ハンブルク，ブレーメン，デュッセルドルフ，アルテン
キルヒェン，ドルトムント，カッセル）については，「地域施設計画研究 43
（2025.07）に同時掲載

− 147 −



8/10

業を付加することで多世代の交流の場をつくる付加型
（ACSW）や，例えば就労支援や母子支援などのもとも
とあった民間の社会的活動を多世代化する④社会型 ’ が
想定されていたと説明できる。これに対して，独立 - 委
託型該当事例は，多世代の家事業があることを知って

（既存の活動コミュニティ等を活かしつつ）組織を立ち
上げたり，法人等の母体事業と連結していない別事業
として活動を始めたもの等が該当する。
５．５　ドイツでの類似事例やコミュニティセンターの
位置づけ

１）ドイツにおけるコミュニティ・ハウス
■セツルメント運動との関係　　ドイツには，日本にお
ける「公民館（社会教育法により全国に設置が義務づ
けられている）」やその類例であるコミュニティセンター
のようなコミュニティ・ハウスは，現在の連邦（ドイツ
全土に共通した）制度としては存在しない。フォルカー
22）の整理によると，第二次世界大戦後の東西ドイツ時
代には，イギリスに端を発するセツルメント運動注８）の
流れを汲む「Nachbarschaftsheime（近隣ホーム）」ま
たは「Nachbarschaftshäuser（近隣の家）」と呼ばれる
施設が，HICOG（アメリカ占領政府の高等弁務官事務
所）の再教育プログラムの一環としてアメリカの主要な
社会福祉学校の関与により特に（西）ベルリンを中心に，
ドイツ北部の各都市に設立された。その運営には宗教
団体が関与した，広義のプロテスタント活動であった。
■Nachbarschaftsheime の影響　　　ナッハバルシャ
フツハイムの活動は，全年齢を対象としたグループ教
育プログラムを主として，定義において明言はされてい
ないが貧困の原因は社会構造にあるとしたセツルメント
思想の流れを受けて「地域社会」に重点を置いていた。
また，民主化の促進を目指し，(1) 社会福祉の地位の向
上，(2) 学術的な視点による専門職化，(3) 独自の専門
職倫理の発展（Cornelis Wieringa，1962）が特に注目
されていた。このため，国際的な専門家が参加を要請
され，ドイツ国内における地域のソーシャルワークの質
を高め，新しいアプローチの導入につながっていった。
結果的に，地域住民のエンパワーメントと社会的包摂
の促進，住民相互の支え合いや協力による課題解決に
貢献している。今日，Nachbarschaftsheime の名を残す
活動拠点のほとんどは旧西ベルリンにある。
■ Neukölln の Nachbarschaftsheim の例　　図 6 の事
例，独立型─ Berlin03: Nachbarschaftstreff Schillerkiez

（シラー界隈の近隣集会所）は，歴史的に低所得者層や

移民が多く住む地域であり，ベルリン南部の「壁」に
近いという地理的条件からも，特に地域コミュニティ
のサポートと社会的結束を強化する必要が認識されて
いた地域で活動する団体が設立・運営している。この
事例の運営団体はもともと Nachbarschaftsheim の活動
から始まっており，これはアメリカの YWCA の依頼で，
Neukölln ノイケルン地区に派遣されたマーガレット・
デイ・アントンが設立した。地域住民と直接関わりなが
らケースワークとスーパーヴィジョンの専門技術を提供
し，地域コミュニティのニーズに応じて地元住民に対し
教育プログラム、福祉サービス、カルチャー活動などを
展開していき，活動団体として定着した。今日において
は，地元の福祉担当者や社会サービス提供者のための
研修プログラムの場としても機能しており，プロフェッ
ショナルなスキルの向上だけでなく、地域に根ざした
ケースワークの実践が促進されている。
２）「多世代の家」類似事例または事業支援
　家族省によれば，多世代の家事業の前提として，ド
イツ全土にもともと教会や福祉協会，民間による社会活
動組織など，日本の［地域の居場所］類似事例が多数
存在している。ただし，これらは必ずしも多世代を対象
としていない独自のテーマや対象を利用者に想定して
おり，すべてが多世代の家の方針とは合致しない。こう
した既存の地域の居場所は②開供型（POCS）や④社会
型（PMSP）と見なせると考えられ，一部は福祉事業を
基盤として①付加型（ACSW）に該当する可能性がある。
  多世代の家事業は連邦プログラムであるが，さらに
州や市のプログラムとして独自に類例を有する場合が
ある。多世代の家事業の家族省担当者からの聞き取り
によると，例えばラインラント＝プファルツ州の「家族
の家（Häuser der Familie）」では， すべての家族のた
めの知り合いと会合の場を提供し，その多くは多世代の
家と重複で認可されている。また，ブランデンブルク州
の「家族センター（Familienzentren）」では，低所得家
族，特に一人親家庭や多子家庭にとってアクセスしやす
い相談の場として運営されている。こちらも，ほとんど
が多世代の家と重複して認可されている。またニーダー
ザクセン州では，連邦プログラムの一部でない MGH も
含め，州内の MGH に対して財政支援を提供している。
ヘッセン州にも州独自の家族支援拠点事業支援のプロ
グラムがあり，2024 年度現地調査対象のヒーリングハ
ウス・カッセルもその一つである。
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６．まとめ：日本の［地域の居場所］事業とドイツ［多
世代の家」の概要把握を通して

　本稿では，日本とドイツの［地域の居場所］の整理
を行い，全体像を理解するための枠組みを提示した。
　日本の［地域の居場所］は，福祉事業や何らかの既
存事業が基盤となる，住み開きとしての事例では必ずし
も直接的な収益に結びつく必要がなく，安定的な事業
運営が期待できる。社会的活動としての交流・居場所
事業それ自体で運営ができるビジネスとなっている④
社会型（PMSP）は，市場としてのコミュニティケアを
実現する意味で制度に縛られない活動が創出される可
能性ある類型である。実際に，こうしたコミュニティビ
ジネス事業がつくられることで，それを他の事業の一部
に取り込んだり，方法を改変しながらの後続事例が生じ
るなどの現象が生じている。②開供型（POCS），④社会
型（PMSP）は公的な位置づけを少なくとも費用面では
受けておらず活動の持続性が高いとは言いにくいが当
事者性がより高い活動であり，ニーズへの即応力や自由
度も高い。③委託型（CHPS）運営とすることは，居場所・
交流事業を多様な主体が行いやすくなる点で，ある程
度安定的な活動としての拡がりに寄与していると考えら
れる。空き家・空き室の公共の福祉の用途での利活用
の促進にもつながる。
　ドイツ「多世代の家」は，もともと活動実態のあった
多様な事業を「多世代の交流」というコンセプトのもと
に①付加型，②開供型，④社会型をそれぞれの特徴を
活かしつつより多くの人が関与する余地のある地域資
源としてアップグレードする施策と理解できる。また，
多くのボランティアが活躍する場でもあり，ボランティ
ア自身の活動参加満足度も高く活動参加によって社会
的交流や自身の生きがいを得られる。あえて “専門家 "
でないスタッフをおくことで，指導する側 -される側の
ような関係ではなく，利用者自身が自らの心身の健康や
成長，ソーシャルな位置づけの獲得にセルフケアとして
取り組むことにつながっている。移民に対する語学の講
座やシニアの善隣活動などはその典型である。　

謝辞　　本研究にご協力いただきました皆様に，篤く
御礼申し上げます。なお，本研究は，科学研究費補助
金（基盤 B）（22H01668）「ケア中心型社会の基盤とな
る持続的な「共在の場」とケアの関係構築に関する包
括的研究（研究代表者：山田あすか）」および東京電機
大学総合研究所研究課題Q23E-03「「付加的空間の開か

れ」を含む，個性化・包摂化・コモンズ化による公共
機能再編の検討（研究代表者：山田あすか）」の一環と
して行われました。

注釈
注 1）社会教育法（昭和 24年 6月 10日施行）第二〇条「公民館は、
市町村その他一定区域内の住民のために、実際生活に即する教育、
学術及び文化に関する各種の事業を行い、もつて住民の教養の向
上、健康の増進、情操の純化を図り、生活文化の振興、社会福祉
の増進に寄与することを目的とする。」とあり，設置者は市区町村
または公民館の設置を目的とする一般社団法人又は一般財団法人
と限定されている。面積や機能などを規定する「公民館の設置及
び運営に関する基準」は平成 10年 12月 7日文科省告示第 160号，
平成 15 年 6月 6日文部科学省告示第 112 号「公民館の設置及び
運営に関する基準」と改訂されており，今日的指標としてはかね
て次の 3要素が挙げられている（文 9）。

　①集会と活用［集う］　：　地域の社会生活の向上に資する集会活
動の場。住民の日常生活の相談に応じ，資料を整え，住民を他の
諸機関・諸施設に媒介するなど，積極的な活用に供する。

　②学習と創造［学ぶ］　：　学習活動の場を整え，ゆたかな教材を
提供し，教育・文化活動を展開する。住民の継続的な学習活動が
各種の学級・講座等によって動機づけ・促進・充実され，個人や
小集団による自主的な学習によってそれが深められるよう，教育
的な条件を整備する。

　③総合と調整［結ぶ］　：　諸団体・諸機関の連絡と調整を図り，
住民の組織的な教育活動を通じて正しく力ある世論をもりあげ，
地域社会発展の原動力となる。地域社会における課題と総合的に
取り組むための基盤となる。

　このように，公民館は集まり，学び合い，連携を促進するという役
割を有し，その意味で居場所・交流の機能を期待されていると理
解できる。同様に，コミュニティセンター（1971 年につくり始め
られた，自治省（当時。現総務省）を所管とする地域的住民センター。
文 10）や図書館などもそれぞれの役割に加えてまたはその中核の
一部として居場所・交流機能を期待されている。

注 2）2016 年（平成 28年）3月 31日に成立した改正社会福祉法では，
経営組織のガバナンス強化や事業運営の透明性の向上等に加えて，
「地域における公益的な取組を実施する責務」が明記された。社会
福祉法人に求められる公益性・非営利性・地域貢献の元でのこの「責
務」にあっては，少子高齢化や人口減少を背景として，以下 3点
が条件として設定されている。

　①社会福祉事業又は公益事業を行うに当たって提供される福祉
サービスであること　：　法人が行う福祉事業における入所者や
利用者と地域住民等との交流はその事業の一環と位置づけられる
ため「公益的な取組」とは認められず，地域の =当該事業利用者
でない障害者や高齢者など②要支援者を対象とした交流事業など
は適格となる。また地域社会の構成員として当然行うこと（地域
の美化・防犯運動や既存の地域イベントへの参加等）は「公益的
な取組」とは認められない。

　②日常生活又は社会生活上の支援を必要とするものに対する福祉
サービスであること　：　なんらかの支援を必要とすると見なさ
れる対象は，要支援や要介護の高齢者，（社会的に孤立しがちであ
る）子育て家族や家庭環境等により十分な学習機会がない児童，
障害者など社会生活において何らかの困難を有する者である。提
供されるサービス（取組）に関してなんらかの支援を特段必要と
しない者へのサービスには，「公益的な取組」とは認められない。

　③無料又は低額な料金で提供されること　：　自治体等が費用の
補助をしていたり，委託事業として受けているサービスは該当し
ない。法人が独自に費用の軽減措置（一部または全部を法人の支
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型（PMSP）は公的な位置づけを少なくとも費用面では
受けておらず活動の持続性が高いとは言いにくいが当
事者性がより高い活動であり，ニーズへの即応力や自由
度も高い。③委託型（CHPS）運営とすることは，居場所・
交流事業を多様な主体が行いやすくなる点で，ある程
度安定的な活動としての拡がりに寄与していると考えら
れる。空き家・空き室の公共の福祉の用途での利活用
の促進にもつながる。
　ドイツ「多世代の家」は，もともと活動実態のあった
多様な事業を「多世代の交流」というコンセプトのもと
に①付加型，②開供型，④社会型をそれぞれの特徴を
活かしつつより多くの人が関与する余地のある地域資
源としてアップグレードする施策と理解できる。また，
多くのボランティアが活躍する場でもあり，ボランティ
ア自身の活動参加満足度も高く活動参加によって社会
的交流や自身の生きがいを得られる。あえて “専門家 "
でないスタッフをおくことで，指導する側 -される側の
ような関係ではなく，利用者自身が自らの心身の健康や
成長，ソーシャルな位置づけの獲得にセルフケアとして
取り組むことにつながっている。移民に対する語学の講
座やシニアの善隣活動などはその典型である。　

謝辞　　本研究にご協力いただきました皆様に，篤く
御礼申し上げます。なお，本研究は，科学研究費補助
金（基盤 B）（22H01668）「ケア中心型社会の基盤とな
る持続的な「共在の場」とケアの関係構築に関する包
括的研究（研究代表者：山田あすか）」および東京電機
大学総合研究所研究課題Q23E-03「「付加的空間の開か

れ」を含む，個性化・包摂化・コモンズ化による公共
機能再編の検討（研究代表者：山田あすか）」の一環と
して行われました。

注釈
注 1）社会教育法（昭和 24年 6月 10日施行）第二〇条「公民館は、
市町村その他一定区域内の住民のために、実際生活に即する教育、
学術及び文化に関する各種の事業を行い、もつて住民の教養の向
上、健康の増進、情操の純化を図り、生活文化の振興、社会福祉
の増進に寄与することを目的とする。」とあり，設置者は市区町村
または公民館の設置を目的とする一般社団法人又は一般財団法人
と限定されている。面積や機能などを規定する「公民館の設置及
び運営に関する基準」は平成 10年 12月 7日文科省告示第 160号，
平成 15 年 6月 6日文部科学省告示第 112 号「公民館の設置及び
運営に関する基準」と改訂されており，今日的指標としてはかね
て次の 3要素が挙げられている（文 9）。

　①集会と活用［集う］　：　地域の社会生活の向上に資する集会活
動の場。住民の日常生活の相談に応じ，資料を整え，住民を他の
諸機関・諸施設に媒介するなど，積極的な活用に供する。

　②学習と創造［学ぶ］　：　学習活動の場を整え，ゆたかな教材を
提供し，教育・文化活動を展開する。住民の継続的な学習活動が
各種の学級・講座等によって動機づけ・促進・充実され，個人や
小集団による自主的な学習によってそれが深められるよう，教育
的な条件を整備する。

　③総合と調整［結ぶ］　：　諸団体・諸機関の連絡と調整を図り，
住民の組織的な教育活動を通じて正しく力ある世論をもりあげ，
地域社会発展の原動力となる。地域社会における課題と総合的に
取り組むための基盤となる。

　このように，公民館は集まり，学び合い，連携を促進するという役
割を有し，その意味で居場所・交流の機能を期待されていると理
解できる。同様に，コミュニティセンター（1971 年につくり始め
られた，自治省（当時。現総務省）を所管とする地域的住民センター。
文 10）や図書館などもそれぞれの役割に加えてまたはその中核の
一部として居場所・交流機能を期待されている。

注 2）2016 年（平成 28年）3月 31日に成立した改正社会福祉法では，
経営組織のガバナンス強化や事業運営の透明性の向上等に加えて，
「地域における公益的な取組を実施する責務」が明記された。社会
福祉法人に求められる公益性・非営利性・地域貢献の元でのこの「責
務」にあっては，少子高齢化や人口減少を背景として，以下 3点
が条件として設定されている。

　①社会福祉事業又は公益事業を行うに当たって提供される福祉
サービスであること　：　法人が行う福祉事業における入所者や
利用者と地域住民等との交流はその事業の一環と位置づけられる
ため「公益的な取組」とは認められず，地域の =当該事業利用者
でない障害者や高齢者など②要支援者を対象とした交流事業など
は適格となる。また地域社会の構成員として当然行うこと（地域
の美化・防犯運動や既存の地域イベントへの参加等）は「公益的
な取組」とは認められない。

　②日常生活又は社会生活上の支援を必要とするものに対する福祉
サービスであること　：　なんらかの支援を必要とすると見なさ
れる対象は，要支援や要介護の高齢者，（社会的に孤立しがちであ
る）子育て家族や家庭環境等により十分な学習機会がない児童，
障害者など社会生活において何らかの困難を有する者である。提
供されるサービス（取組）に関してなんらかの支援を特段必要と
しない者へのサービスには，「公益的な取組」とは認められない。

　③無料又は低額な料金で提供されること　：　自治体等が費用の
補助をしていたり，委託事業として受けているサービスは該当し
ない。法人が独自に費用の軽減措置（一部または全部を法人の支
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出とする等）や，法人が行う福祉事業（介護保険サービス，保育，
障害者支援等）における利用者負担の軽減などは適格となる。

　＊社会福祉法第 24 条第 2 項「社会福祉法人は、社会福祉事業及び
第二十六条第一項に規定する公益事業を行うに当たっては、日常
生活又は社会生活上の支援を必要とする者に対して、無料又は低
額な料金で、福祉サービスを積極的に提供するよう努めなければ
ならない」

注３）［地域の居場所］が，ソフト = 意味・役割を指す「場」である
のに対して，具体的な空間に運営・使い方の設定をした「場所」
を指して［コモンスペース］とした。コモンスペースとは例えば「地
域交流室」なとど呼ばれる，活動や意味を伴う具体的な場所であり，
それが果たす役割や意味が［地域の居場所］である。

注４）文献に紹介され知られた例では，山草二木西圓寺，山草二木（B's）
行善寺，アンダンチ，まちの保育園，JOCA 東北，輪島 KABULET，
等（以上文献 11），オープンヴィレッジノキシタ，伏見区墨染ま
ちとくらしセンターのごちゃまぜ，あたり前の暮らしサポートセ
ンター，行田協立診療所・ケアセンターさきたま，かがやきキャ
ンプ，ほっちのロッヂ（以上文献 12）

注５）ここでの「開く」とは，直接の利益関係がない他者の利用に供
するという意味で用いた。施策等の説明でしばしば用いられる「開
かれた〜」は，利用者を限定しないこと，情報を開示していること，
無料または安価で利用できることなど，それぞれに異なる意味で
用いられることがある。

注６）ドイツは連邦国家であるため，連邦全土で統一的な制度運用や
補助金付与がなされることは必ずしも一般的ではない。連邦プロ
グラムのほか，州ごとに設置されているプログラムもある。また，
EU からの補助金を受けての社会活動も盛んに行われている。

注７）各事例担当者や自治体に共有されており，事業者らも毎年この
資料（助成ガイドライン）に示された事項に従って事業報告と継
続申請を行う。また，2023 年度のベンチマーキング資料を得た。

注８）セツルメント運動：settlement は，植民地，開拓地，移住，定
住，居留，小さな共同社会，合意などの意。──活動とは，イギ
リスのオックスフォード大学およびケンブリッジ大学の教員と学
生ら，将来の社会的リーダーとなることが期待される中流階級の
人々が貧困地区に「セツルメント・ハウス」と呼ばれる施設を設
置して，そこを拠点に貧しい人々と触れ合い生活実態を知る中で
課題を把握しその解決方法を探るボランティア活動を行ったもの。
中流階級と労働者階級の大きな格差を改善し，リーダーシップの
あり方を模索する運動で，1960-1970 年代にはその萌芽となるオッ
クスフォード大学の学生らの住み込み型慈善活動が行われていた。
最初のセツルメント・ハウスは牧師・社会活動家であるバーネッ
ト夫妻によって 1884 年に設立され，夭折したオックスフォード
大学の歴史学者・社会改革者アーノルド・トインビーを記念して
トインビー・ホールと命名された。この運動はアメリカに拡がり
1886 年にはスタントン・コイトがニューヨークにネイバーフット・
ギルド（隣人ギルド）を，1889 年にはジェーン・アダムスがシカ
ゴにハルハウスを設立した。その後多くのセツルメント・ハウス
が英米において短期間につくられ，国際的にも拡がっていった。
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東西分断から統一，首都へ，激動の歴史の中で
その課題解決を果たす地域拠点創生の面から「多世代の家」が果たす役割

−ベルリンの３つの「多世代の家」
FROM EAST-WEST DIVISION TO UNIFICATION TO CAPITAL CITY, IN THE MIDST OF A 

TURBULENT HISTORY
THE ROLE PLAYED BY ‘GENERATION HOUSES’ IN TERMS OF CREATING REGIONAL CENTRES 

TO RESOLVE THESE ISSUES.
-Three "Generation house" in Berlin.

Keywords :  Berlin, community, place, social inclusion
ベルリン，コミュニティ，居場所，社会的包摂

This paper reports on three of Berlin's 20 "Generation house". Berlin, which suddenly became 
the capital in 1999 following the reunification of East and West Germany in 1990, has faced 
challenges in terms of rapid population change, democratisation and the accompanying 
development of facilities. It was found that Berlin's role as a place of support for residents 
with diverse social and cultural backgrounds and in response to constantly changing social 
conditions has changed flexibly, and that the development of facilities has been affected by 
changes in the German political system.

　○米ケ田 里奈＊１，山田 あすか＊２

MEKATA Rina and YAMADA Asuka

１．本稿の概要
本 稿 で は， 連 邦 政 府 に よ る「 多 世 代 の 家 」

（Mehrgenerationenhaus）（以下，MGH と表記）のプ
ロジェクトのうち，ベルリン（Berlin）に設置された
全 20 件から現地でインタビューを行った３件につい
て報告する。２章ではベルリンの概要を，３章から５
章では各事例で提供されるプログラムや建築的特徴に
ついて述べる。ベルリンは，1990 年の東西ドイツの
統一を契機に 1999 年に突如首都となった影響で，そ
の急激な人口変動や民主化，それに伴う施設整備に課
題を抱え続けて現況に至る。６章ではこうした歴史的
な文脈と併せて，各事例が地域に果たす役割に着目す
る。なお，本稿での報告の内容は，各事例への現地訪
問とインタビュー，並びにインターネットに公開され
ている MGH や統計情報，また各事例に関連した情報
を元にしている。訪問日は 2024 年９月３，４日である。

* １　東京電機大学大学院先端科学技術研究科建築・建設環境工
学専攻　博士課程／日本学術振興会特別研究員 DC・修士

（工学）

* ２　東京電機大学未来科学部建築学科　教授・博士（工学） 

*1 PhD stud., Graduate School of Advanced Sci. and Tech., Architectural, 
Civil and Environmental Engineering, Tokyo Denki Univ. /Research 
Fellow of Japan Society for the Promotion of Science, M.Eng.

*2 Professor, Dept. of Architecture, School of Science and Technology for 
Future Life, Tokyo Denki Univ., Dr.Eng.

２．ベルリンの概要
１）歴史

1871 年のプロイセン王国によるドイツ帝国の樹立
よりベルリンが首都となり，その後第二次世界大戦後
のヨーロッパ分断によって，ブランデンブルク門を境
に，ベルリンの東部は旧ソ連の統治下の東ドイツ（ド
イツ民主共和国）に，その西部は島のように囲まれる
かたちで連合国が占領する西ドイツ（ドイツ連邦共和
国）に属し１） ，東ドイツの首都はベルリンに置かれた
ままである一方，西ドイツの首都はボン（Bonn）へ
移された。アメリカ資本の援助によって生活水準が
東よりも豊かであった旧西ベルリンは，1950 年から
60 年にかけて経済状況が悪化していた社会主義の旧
東ベルリン市民の密出国の窓口となり，これに危機感
を抱いた旧東ドイツによって 1961 年に高さ３m，総
延長約 155km のコンクリート壁と有刺鉄線や警備犬，
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